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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

     ２．第109期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用している。 

    ３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額について、第108期、第109期中、第109期及び第110期中

は潜在株式が存在しないため記載していない。 

なお、第108期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載していない。 

回次 第108期中 第109期中 第110期中 第108期 第109期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 514,012 495,668 531,090 1,004,840 1,015,664 

経常利益（百万円） 23,525 21,169 24,460 48,488 46,446 

中間（当期）純利益(△純損失）  

（百万円） 
△3,573 10,618 20,538 5,288 22,467 

純資産額（百万円） 162,609 211,712 265,040 188,172 232,239 

総資産額（百万円） 964,842 983,629 1,042,552 969,469 991,780 

１株当たり純資産額（円） 205.26 243.76 310.02 237.33 269.09 

１株当たり中間(当期)純利益 

（△純損失）金額（円） 
△4.51 13.41 25.94 6.45 28.37 

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 16.9 19.6 23.5 19.4 21.5 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
6,138 12,510 16,358 49,721 41,901 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
12,127 2,042 △9,527 △2,093 21,077 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△24,286 △9,545 △828 △55,192 △59,011 

現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高（百万円） 
12,494 14,918 17,509 12,913 12,536 

従業員数（人） 26,087 25,553 25,541 25,634 25,413 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

     ２．第109期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用している。 

回次 第108期中 第109期中 第110期中 第108期 第109期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 177,272 185,235 193,682 358,737 374,823 

経常利益（百万円） 4,370 5,184 6,334 10,187 12,269 

中間（当期）純利益（百万円） 1,000 2,675 5,729 3,846 7,633 

資本金（百万円） 82,423 82,423 82,423 82,423 82,423 

発行済株式総数（千株） 792,872 792,872 792,872 792,872 792,872 

純資産額（百万円） 185,658 187,441 193,831 188,607 190,903 

総資産額（百万円） 702,431 682,292 681,551 696,259 672,870 

１株当たり配当額（円） － 2.00 3.00 4.00 5.00 

自己資本比率（％） 26.4 27.5 28.4 27.1 28.4 

従業員数（人） 4,342 4,289 4,316 4,279 4,181 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はない。また、主要な関係会社における異動もない。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数を記載している。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数を記載している。 

２．60歳定年制を採用している。 

(3）労働組合の状況 

 当社の労使は、相互理解を基調に円満な関係にあり、会社と労働組合との間に特記すべき事項はない。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

印刷材料事業部門 15,930 

工業材料事業部門 3,094 

機能製品事業部門 2,170 

電子情報材料事業部門 641 

その他 2,549 

全社（共通） 1,157 

合計 25,541 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 4,316 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 各事業の種類別セグメントの業績 

 （注）当中間連結会計期間から一部の事業についてセグメント区分を変更している。また、前年同期比較にあたって

は、前中間連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っている。 

 各事業部門の主な地域の業績は下記のとおりである。なお、業績には各事業部門内の地域間取引が含まれており、合計

金額は事業部門の業績数値と一致しない。また、前年同期比の（ ）内の数値は、為替変動の影響を排除した増減比を表

している。 

［印刷材料事業部門］ 

・日本          売上高   55,389百万円 前年同期比   △1.2％ 

             営業利益  2,042百万円 前年同期比  △14.4％ 

 飲料関連を中心に軟包装材が好調に推移し、グラビアインキが伸長した。一方、書籍・雑誌の減少や新聞の部数減によ

り、オフセットインキ、新聞インキが苦戦した。製缶塗料は猛暑による需要増もあったが、前年同期並みにとどまった。

有機顔料は、輸出が好調に推移し、伸長した。 

 営業利益は、合理化などの努力にもかかわらず、原料価格の値上がりが大きく影響し、減益となった。 

 

・米州・欧州       売上高  237,538百万円 前年同期比    ＋10.7％   (＋2.4％) 

             営業利益  15,130百万円 前年同期比    ＋17.4％   (＋3.8％) 

 印刷インキは、北米では、新聞インキが低調であり、前半好調に推移した出版用グラビアインキ、オフセットインキも

後半減速した。一方欧州では、新聞インキ、パッケージ用インキが堅調に推移した。中南米では、パッケージ用グラビア

インキが好調に推移した。有機顔料では、インキ用、塗料・プラスチック用、化粧品用共に伸長した。 

 営業利益は、欧州における好調な売り上げに加え、リストラの効果やシックスシグマなどの合理化により、増益となっ

た。 

 

・アジア・オセアニア   売上高   33,350百万円 前年同期比  ＋17.8％    (＋6.5％) 

             営業利益  2,349百万円 前年同期比   ＋26.0％    (＋13.2％) 

 中国ではオフセットインキが伸長し、香港向けを中心に新聞インキも好調に推移した。インドでも、新聞インキが大幅

に伸長し、オフセットインキも好調に推移した。東南アジアでは、タイ、インドネシアでグラビアインキが伸長したが、

新聞インキは伸び悩んだ。オーストラリア・ニュージーランドでは、フレキソインキが好調に推移したが、新聞インキは

市場の成熟により頭打ちとなった。 

 拡販効果に加え、原料価格の値上がりに対する販売価格の是正や昨年インドネシアで実施したリストラの効果により、

営業利益は増益となった。 

 

売上高 営業利益 

当中間連結

会計期間 

前中間連結

会計期間 
増減比（％） 

当中間連結

会計期間 

前中間連結

会計期間 
増減比（％） 

 （百万円）  （百万円）   為替影響 

排除後（％）

 （百万円）  （百万円）

 

為替影響 

排除後（％）       

印刷材料 319,404 293,527 8.8 1.5 19,529 17,182 13.7 2.2 

工業材料 97,234 91,286 6.5 3.1 4,794 4,277 12.1 10.8 

機能製品 65,686 65,438 0.4 △0.7 2,308 2,095 10.2 10.2 

電子情報材料 25,234 21,945 15.0 11.2 3,277 2,397 36.7 35.0 

その他 32,134 32,855 △2.2 △3.6 △500 95 赤字化  赤字化 

消去又は全社 △8,602 △9,383 － － △3,594 △2,039 － － 

計 531,090 495,668 7.1 1.8 25,814 24,007 7.5 △0.8 



［工業材料事業部門］   売上高   97,234百万円 前年同期比   ＋6.5％    (＋3.1％) 

             営業利益  4,794百万円 前年同期比   ＋12.1％    (＋10.8％) 

 塗料用樹脂では、注力しているＵＶ塗料用樹脂などの環境調和型製品が好調に推移した。またアルキルフェノールは、

ポリカーボネートの重合停止剤として、輸出が伸長した。エポキシ樹脂では、電気・電子用の需要は低調であったが、鋳

鉄管の塗装用など塗料・土木用が好調に推移した。ウレタン樹脂では水性タイプが集束剤用などに好調に推移した。スチ

ールタイヤの接着促進剤に使用される金属石鹸は前半好調であったが、後半は原料高騰の影響により減速した。 

 海外では、中国で塗料用樹脂、金属石鹸が伸長したが、マレーシアのエポキシ樹脂、タイの合成樹脂は低調であった。

 営業利益は、エポキシ樹脂、アルキルフェノールにおいて原料の値上がりに対する販売価格の是正をタイムリーに実施

し、増益となった。 

  

［機能製品事業部門］   売上高    65,686百万円 前年同期比   ＋0.4％   (△0.7％) 

             営業利益  2,308百万円 前年同期比   ＋10.2％   (＋10.2％) 

 工業用粘着テープは、液晶ＴＶ用が国内、輸出共に好調に推移し、携帯電話や自動車用も伸長した。また昨年稼働した

上海工場も業績向上に寄与した。機能性コンパウンドは、電気関連用に難燃性、磁性などが大幅に伸長した。多層フィル

ムは、食品用を中心に好調に推移した。機能性光学材料は、需要家の生産調整が続き、微増にとどまった。また印刷用フ

ィルムは、自販機用ステッカー向けなどが後半に伸長し、ほぼ前年同期並みとなった。一方建材においては、住宅着工件

数の減少が影響し、苦戦した。またポリオレフィン用などの樹脂着色剤も低調であった。 

 営業利益は、新タイプのポリスチレンや工業用粘着テープの伸長が寄与し、増益となった。 

  

［電子情報材料事業部門］ 売上高   25,234百万円 前年同期比   ＋15.0％   (＋11.2％) 

             営業利益  3,277百万円 前年同期比   ＋36.7％   (＋35.0％) 

 ＴＦＴ液晶は、ＴＶ、カーナビ用を中心に急速に売り上げが拡大した。インクジェットインキについても、フォトプリ

ンターなどに大幅拡大した。ＰＰＳコンパウンドは、電気・電子用は前年同期並みにとどまったが、自動車用が引き続き

好調に推移した。光ディスク用保護コート剤・接着剤は、ブルーレイディスク向けが実績化した。また、中空糸膜を利用

した、ボイラー防錆用の脱気モジュールと半導体洗浄工程用の帯電防止装置が好調に推移した。 

 営業利益は、各品目の出荷好調が寄与し、大幅増益となった。 

(2) 各所在地別セグメントの業績 

 当中間連結会計期間における各所在地別セグメントの業績の概況は以下のとおりである。 

  

 [日本]           売上高  236,757百万円（前年同期 231,290百万円） 

              営業利益  11,531百万円（前年同期  10,342百万円） 

 工業材料事業部門を中心に、原料価格の高騰に対する売価の是正を進めたことに加えて、電子情報材料事業部門におけ

る新規開発製品の伸長により、増収増益となった。 

 

 [米州]           売上高   99,677百万円（前年同期  97,711百万円） 

              営業利益  3,052百万円（前年同期  4,572百万円） 

 売上高は、北米で売上数量が伸び悩んだものの、円安効果もあり増収となった。営業利益は数量の伸び悩みにより、減

益となった。 

  

 [欧州]           売上高  148,975百万円（前年同期 128,095百万円） 

                           営業利益  12,251百万円（前年同期   8,574百万円） 

 売上高は欧州全般で売上数量が堅調に推移したことに加えて、円安効果もあり増収となった。営業利益は、増収効果に

合理化の効果も加わり、増益となった。 

  

 [アジア・オセアニア]    売上高   67,115百万円（前年同期  57,358百万円） 

              営業利益   2,605百万円（前年同期   2,445百万円） 

 売上高は、中国、インドなどで売上数量が伸長し増収となった。営業利益は、増収効果に加えてリストラクチャリング

の効果もあり、増益となった。  



(3）キャッシュ・フローの概況 

 

［営業活動によるキャッシュ・フロー]  当中間連結会計期間   16,358百万円（前年同期  12,510百万円） 

 当中間連結会計期間は、税金等調整前中間純利益が28,323百万円、減価償却費が20,454百万円となった。税金等調整前

中間純利益に含まれる資金の調整項目として、固定資産売却益△4,635百万円、投資有価証券売却益△1,265百万円などが

あった。一方、運転資本の増加により19,610百万円の資金を使用し、法人税等に7,094百万円を支払った。以上の結果、

営業活動より得られた資金の総額は16,358百万円となった。 

 

［投資活動によるキャッシュ・フロー]  当中間連結会計期間   △9,527百万円（前年同期   2,042百万円） 

 当中間連結会計期間は、設備投資に18,763百万円の資金を使用した。一方、有形・無形固定資産の売却により6,059百

万円、投資有価証券の売却及び償還により3,563百万円の資金を取得した。以上の結果、投資活動に使用した資金の総額

は9,527百万円となった。 

 

［財務活動によるキャッシュ・フロー]  当中間連結会計期間   △828百万円（前年同期  △9,545百万円） 

 当中間連結会計期間は、借入金により3,525百万円の資金を調達した一方で、剰余金の配当として2,376百万円を支払っ

たことなどにより、財務活動に使用した資金の総額は828百万円となった。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりである。 

 （注）１．生産実績は期中平均販売価格により算出している。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３．当中間連結会計期間から一部の事業につき区分を変更しているため、前年同期比は記載していない。 

(2）受注状況 

 受注生産は行っていない。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりである。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

２．当中間連結会計期間から一部の事業につき区分を変更しているため、前年同期比は記載していない。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

印刷材料事業部門 308,361 － 

工業材料事業部門 92,245 － 

機能製品事業部門 52,225 － 

電子情報材料事業部門 24,682 － 

その他 9,227 － 

計 486,740 － 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

印刷材料事業部門 318,389 － 

工業材料事業部門 90,417 － 

機能製品事業部門 65,032 － 

電子情報材料事業部門 25,118 － 

その他 32,134 － 

計 531,090 － 



３【対処すべき課題】 

 当社は、2008年2月15日に創業100周年を迎えることを機に、社名・ブランドデザインを変更するとともに、経営の

基本姿勢として「The DIC WAY」を制定し、100年の歴史を継承しつつ、21世紀における企業像とその使命を追求して

いく。 

 「The DIC WAY」は「経営ビジョン」「経営姿勢」「行動指針」の３つの原則で構成する。３つの原則は、「経営

ビジョン」が追求する事業領域を、「経営姿勢」が追求する価値を、「行動指針」が社員に求められる行動をそれぞ

れ表す。３つの原則は三位一体となって経営の目指す方向を示す。 

 今日、社会の要請は「利便性の追求」に加えて「安全や安心の追求」が強まってきている。このような中、当社グ

ループは、「Color & Comfort by Chemistry――化学で彩りと快適を提案する」を経営ビジョンとして掲げ、これま

で培ってきた化学技術とグローバルな事業基盤をベースに「色彩」と「高機能製品」を社会に提供し、企業価値を増

大させるとともに、地域との共存、社会への貢献を図り、ステークホルダーの信頼に応える会社を目指していく。 

 当社グループは、企業価値の増大に向けて、中期経営計画「Re-DIC 2008」に沿って、新たな事業を構築するため

の新事業、新製品の実績作りを本格化するべく、以下の４つの基本戦略を推進していく。 

  

○ 生産プロセスの革新による抜本的なコストダウンの実現 

  汎用製品については、画期的な生産プロセスの開発により、国際的な価格優位性の確保を目指していく。 

○ 市場要請に対応した開発製品の拡販による事業の拡大と収益の向上 

  顧客が独自性を一段と発揮できるような解決策を提案し、差別化製品を開発していく。 

○ 成長地域での需要の取り込み 

  既存の事業基盤をベースとして、顧客の求める差別化製品を提供し、拡大する需要を取り込んでいく。 

○ 将来に向けての施策を打つ――次世代製品・事業の早期戦力化 

  当社独自の研究テーマに取り組み、保有する経営資源を 大限活用して、当社グループを支える規模と利益の新

  事業に発展させていく。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はない。 

［経営ビジョン］  
Ｔｈｅ ＤＩＣ ＷＡＹ ３つの原則 概念図  Color & Comfort by Chemistry 

 化学で彩りと快適を提案する 

［経営姿勢］ 

  絶えざるイノベーションにより、 

 顧客・社会・地球環境の持続可能な発展に貢献する 

 新たな価値の創造に全力を傾ける 

［行動指針］ 

 • 社会の変化に対する感性を磨き、時代をリード 

  する使命感を持つ 

 • 社会と地球環境の持続可能性を意識した活動を 

  行う 

 • The DIC SPIRIT（創業の精神）を磨き続ける 

 • 社員一人ひとりが自立性を持つ 

  



５【研究開発活動】 

 当社グループの研究部門は、事業に直結した研究開発に取り組む事業部研究部門と、基盤技術の深耕と次世代技術・製

品の開発を担うコーポレート研究部門からなり、相互に連携しながら「持続可能な開発」の原則のもとに、地球環境に調

和した技術・製品の開発を進めている。 

 事業部研究部門では、事業部毎に技術本部を設置し、市場要請に対応した高収益製品の開発に取り組んでいる。さら

に、印刷材料、工業材料、機能製品、電子情報材料の各分野で、事業部間の研究開発方針の統一とシナジーの 大化を図

り、当社の総合力を発揮すべく、各事業部門には技術統括本部を置いている。海外では、サンケミカルグループの研究所

（米国、ドイツ及び英国）が活動しており、当社と連携した研究体制を構築している。 

 コーポレート研究部門は、国内は総合研究所を拠点とする色彩科学研究所、新機能材料研究所、生産技術研究所、ま

た、各工場及び総合研究所に駐在し研究開発を支援する分析センター、さらに事業部横断開発プロジェクトとして、イン

クジェット関連のＩＪ開発センター、デバイスプリンティング関連のＤＰ開発センターからなる。海外では、

DIC Berlin GmbH R&D Laboratory（ドイツ）及び青島帝科精細化学有限公司（中国）が、コーポレート研究部門として活

動している。 

 事業部研究部門とコーポレート研究部門が連携を深め、ますます高度化する市場要求に応えうるユニークな製品や、当

社の多彩な固有技術に立脚した新たな複合化製品の開発に注力する一方で、次世代技術領域については、産官学連携も活

用し、探索・基礎研究を進めている。 

 当中間連結会計期間における研究開発費は、7,785百万円であり、このほか、当社において、製品の改良・カスタマイ

ズに関わる費用など技術関連費用が、8,795百万円ある。主な研究開発の進捗状況は以下のとおりである。 

 

(1) 印刷材料事業部門 

 オフセットインキでは、印刷環境トータルのＶＯＣ排除を目指し、ノンＶＯＣの水洗浄性100％植物油型枚葉水なしイ

ンキ「ナチュラリス100 W2」を開発した。有機顔料では、高着色力キナクリドンR-207、また、カラーフィルター（Ｃ

Ｆ）用ブルーのコントラストを改善する微細分散手法を開発した。新規製品としては、反転印刷法によるＣＦの量産シス

テム用ＲＧＢインキを開発、実用化を進めている。 

 海外では、新規樹脂開発技術により、板紙パッケージ印刷用高性能UV/EBインキ「Advantage 」シリーズを開発した。

近年注目されるバリアブルスリーブ／オフセット印刷への応用が期待される。 また、従来スクリーン印刷が主流であっ

た広告宣伝用ポスターやＰＯＳディスプレイ用途に使用できるＵＶオフセットインキ「Display」シリーズをＫＢＡ社と

共同開発した。本インキは当該用途に使用される様々なプラスチック基材に対する接着性と屋外での優れた耐摩性を特徴

としている。そのほか、バックコンタクト型太陽電池セル用エッチレジストを開発し、太陽電池メーカーに採用された。

 

(2) 工業材料事業部門 

 合成樹脂は、ＵＶ樹脂事業の拡大に取り組むとともに、技術の複合化による次世代製品の開発を進めている。塗料用で

は、耐指紋性が良好なUVコーティング剤、また各種電子材料用のコーティング剤、接着剤、フィルム、耐熱塗料等様々な

用途への展開が期待される熱硬化可能な新規溶剤可溶型イミド樹脂を開発した。ポリマ添加剤では、ＬＣＤの主要部材で

あるＴＡＣフィルム用に、優れた光学特性や物理特性を発現する改質剤を開発した。エポキシ樹脂では、電気・電子向け

を中心に高機能の環境調和型新製品を拡充している。 

 

(3) 機能製品事業部門 

 粘着製品では、液晶モジュール固定用として耐剥がれ性に優れるハロゲンフリー型遮光両面テープで業界 薄の30μm

タイプを上市した。また携帯電話のガラスパネルの飛散防止用粘着フィルム、薄型ＴＶ部材固定用トルエンフリー型強粘

着再剥離両面テープ等で市場での実績化が進んでいる。多層フィルムでは、ＬＣＤの製造工程や輸送時に使用される保護

フィルムの高機能性とコストダウンを実現するＰＰ系自己粘着タイプを上市した。機能性コンパウンドでは、ＰＥＴ樹脂

乾燥温度で溶出しないＰＥＴ繊維用難燃剤マスターバッチを完成させた。 

 

(4) 電子情報材料事業部門 

 液晶材料では、ＴＦＴ液晶がテレビやカーナビゲーション、パソコンモニタ用に相次ぎ採用され、本格量産化を開始し

た。液晶周辺材料では、輝度向上機能とモアレ防止機能を複合化したＬＣＤバックライト用プリズムフィルムを開発し

た。エンジニアリングプラスチックでは、各種ハイブリッドカー用部品を主体にＰＰＳ樹脂の自動車部品用途への採用を

進めるとともに、ＬＣＰ樹脂に関しては中国華南地区を中心に新開発の耐熱グレードを展開中である。新規領域開発製品

としては、銀ペーストを利用した電磁場シールドフィルムを実用化した。また、産業用インクジェットプリンター向け

に、インキ中の気泡を除去し、インキが流れるノズルを気泡がふさぐことを防止する脱気モジュールを開発した。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却などについて、重要な変更は

ない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充は以下のとおりである。 

  

［印刷材料事業部門］ 

 ・オフセットインキ工場（Dahej,India、投資予定金額3,545百万円、平成21年完了予定） 

 

［機能製品事業部門］ 

 ・工業用粘着テープ製造設備（埼玉工場、投資予定金額2,650百万円、平成20年完了予定） 

  

［電子情報材料事業部門］ 

 ・ＴＦＴ液晶材料製造設備（埼玉工場、投資予定金額1,180百万円、平成20年完了予定） 

 ・インクジェットインキ製造設備（埼玉工場、投資予定金額960百万円、平成20年完了予定） 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はない。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,500,000,000 

計 1,500,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 792,872,048 792,872,048 

㈱東京証券取引所 

㈱大阪証券取引所 

㈱名古屋証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 792,872,048 792,872,048 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 

 （千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－ 792,872 － 82,423 － 80,022 



(5）【大株主の状況】 

  

（注）１．上記の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は以下のとおりである。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日誠不動産株式会社 東京都中央区日本橋３丁目７番20号 52,924 6.68 

大日製罐株式会社 東京都千代田区外神田２丁目16番２号 42,561 5.37 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 38,521 4.86 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 36,502 4.60 

第一生命保険相互会社 

（常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 

（東京都中央区晴海１丁目８番12号） 
35,000 4.41 

日辰貿易株式会社 東京都中央区日本橋３丁目７番20号 31,277 3.94 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口４） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 22,418 2.83 

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿１丁目28番１号 18,203 2.30 

エイチエスビーシー ファン

ド サービシィズ スパーク

ス アセット マネジメント 

リミテッド ユーエス クラ

イアント 

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店）  

360 マディソン アヴェニュー ニュー

ヨーク アメリカ 

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

16,639 2.10 

エイチエスビーシー ファン

ド サービシィズ スパーク

ス アセット マネジメント 

コーポレイテッド 

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 

１ クイーンズ ロード セントラル 香

港 

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

15,684 1.98 

計 － 309,731 39.06 

日本マスタートラスト信託 
銀行株式会社（信託口） 

証券投資信託 11,087千株 年金信託 18,643千株 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

証券投資信託 5,806千株 年金信託 14,019千株 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口４) 

年金信託 1,138千株     



   ２．キャピタル・ガーディアン・トラスト・カンパニー及びその共同保有者である他３社から、平成19年10月５日

     付で大量保有報告書の提出があり、平成19年９月28日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けている

     が、当社として当期末現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況との関係は把握

     できていない。 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（千株） 
株券等保有割合 

（％） 

キャピタル・ガーディアン・

トラスト・カンパニー 

アメリカ合衆国カリフォルニア州、ロスア

ンジェルス、サウスホープ・ストリー

ト 333 

561 0.07 

キャピタル・インターナショ

ナル・リミテッド 

英国ＳＷ１Ｘ ７ＧＧ、ロンドン、グロス

ヴェノー・プレイス 40 
25,604 3.23 

キャピタル・インターナショ

ナル・インク 

アメリカ合衆国カリフォルニア州 90025、 

ロスアンジェルス、サンタ・モニカ通り 

11100、15階 

6,636 0.84 

キャピタル・インターナショ

ナル・エス・エイ 

スイス国、ジュネーブ 1201、プラス・

デ・ベルグ ３ 
5,925 0.75 

計 － 38,726 4.88 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が9,000株含まれている。 

      また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数9個が含まれている。 

    ２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が468株含まれている。 

②【自己株式等】 

 （注） このほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が4,000株ある。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれている。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、㈱東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,150,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 788,886,000 788,886 － 

単元未満株式 普通株式 2,836,048 － － 

発行済株式総数 792,872,048 － － 

総株主の議決権 － 788,886 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

(自己保有株式) 

大日本インキ化学工業㈱ 

東京都板橋区坂下３

丁目35番58号 
1,150,000 － 1,150,000 0.15 

計 － 1,150,000 － 1,150,000 0.15 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 475 487 479 510 493 510 

低（円） 429 428 422 455 421 443 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     14,980     17,562     12,587  

２．受取手形及び売掛
金 

(※2, 
3,7)   222,205     258,883     240,460  

３．たな卸資産 (※３)   145,525     168,951     150,466  

４．その他     66,418     38,000     43,330  

貸倒引当金     △10,505     △14,313     △11,370  

流動資産合計     438,623 44.6   469,083 45.0   435,473 43.9 

Ⅱ 固定資産                    

(1）有形固定資産 (※１)                  

１．建物及び構築物 (※３) 125,905     125,305     123,939    

２．機械装置及び運
搬具 

(※３) 102,544     104,951     104,892    

３．工具、器具及び
備品 

(※３) 15,117     17,441     17,849    

４．土地 (※３) 66,107     66,815     66,205    

５．建設仮勘定   11,869 321,542   10,209 324,721   8,127 321,012  

(2）無形固定資産 (※３)                  

１．のれん   64,491     71,298     68,221    

２．その他   7,210 71,701   16,283 87,581   14,457 82,678  

(3）投資その他の資産                    

１．投資有価証券 
(※３, 
４) 

38,909     37,339     39,669    

２．その他   113,666     124,284     113,505    

貸倒引当金   △840 151,735   △461 161,162   △567 152,607  

固定資産合計     544,978 55.4   573,464 55.0   556,297 56.1 

Ⅲ 繰延資産                    

１. 社債発行費     28     5     10  

繰延資産合計     28 0.0   5 0.0   10 0.0 

資産合計     983,629 100.0   1,042,552 100.0   991,780 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金 

(※７)   163,311     178,101     171,193  

２．短期借入金 (※３)   122,098     133,574     112,725  

３．コマーシャルペー
パー     22,603     806     13,742  

４．一年以内に償還す
る社債     4,000     －     －  

５．賞与引当金     2,995     2,823     3,059  

６．その他     102,511     97,449     111,449  

流動負債合計     417,518 42.5   412,753 39.6   412,168 41.6 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債     66,000     71,000     66,000  

２．長期借入金 (※３)   241,214     215,578     220,948  

３．退職給付引当金     22,077     34,922     32,200  

４．製品補償損失引当
金     －     700     700  

５．その他     25,108     42,559     27,525  

固定負債合計     354,399 36.0   364,759 35.0   347,373 35.0 

負債合計     771,917 78.5   777,512 74.6   759,541 76.6 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     82,423 8.4   82,423 7.9   82,423 8.3

２．資本剰余金     80,022 8.1   80,022 7.6   80,022 8.1

３．利益剰余金     51,830 5.3   80,257 7.7   62,095 6.2

４．自己株式     △235 △0.0   △374 △0.0   △318 △0.0

 株主資本合計     214,040 21.8   242,328 23.2   224,222 22.6

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券評
価差額金     2,124 0.2   1,841 0.2   2,290 0.2

２．繰延ヘッジ損益     472 0.0   △126 △0.0   △151 △0.0

３．年金負債調整額 (※８)   － －   △25,660 △2.5   △24,796 △2.5

４． 小年金負債調整
額 

(※９)   △16,691 △1.7   － －   － －

５．為替換算調整勘定     △6,880 △0.7   27,068 2.6   11,511 1.2

   評価・換算差額等合
計     △20,975 △2.2   3,123 0.3   △11,146 △1.1

Ⅲ 少数株主持分     18,647 1.9   19,589 1.9   19,163 1.9 

  純資産合計     211,712 21.5   265,040 25.4   232,239 23.4 

   負債純資産合計     983,629 100.0 1,042,552 100.0   991,780 100.0

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     495,668 100.0   531,090 100.0   1,015,664 100.0 

Ⅱ 売上原価     390,132 78.7   415,619 78.3   801,119 78.9 

売上総利益     105,536 21.3   115,471 21.7   214,545 21.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費                    

１．運賃・荷造費   9,332     9,030     18,536    

２．従業員給与手当   30,102     31,695     60,860    

３．貸倒引当金繰入額   884     2,455     1,134    

４．賞与引当金繰入額   865     869     1,011    

５．退職給付費用   2,731     2,765     5,160    

６．その他   37,615 81,529 16.5 42,843 89,657 16.8 76,454 163,155 16.0 

営業利益     24,007 4.8   25,814 4.9   51,390 5.1 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   2,395     1,832     4,282    

２．受取配当金   280     210     367    

３．持分法による投資
利益   964     900     1,628    

４．匿名組合投資利益   876     －     2,356    

５．その他   911 5,426 1.1 1,528 4,470 0.8 2,314 10,947 1.1 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   3,998     3,710     7,319    

 ２．為替差損   1,499     181     822    

３．その他   2,767 8,264 1.6 1,933 5,824 1.1 7,750 15,891 1.6 

経常利益     21,169 4.3   24,460 4.6   46,446 4.6 

Ⅵ 特別利益                    

１．固定資産売却益 (※１) 194     4,635     2,402    

２．投資有価証券売却
益 

  －     1,265     －    

３．匿名組合出資売却
益 

  － 194 0.0 － 5,900 1.1 3,806 6,208 0.6 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産処分損 (※２) 1,475     966     4,227    

２．リストラ関連退職
損失 

(※３) 814     754     2,847    

３．投資有価証券評価
損 

  －     317     319    

４．事業再構築損失 (※４) －     －     2,343    

５．固定資産減損損失 (※５) －     －     1,517    

６．製品補償損失引当
金繰入額 

  －     －     700    

７．匿名組合清算損   － 2,289 0.5 － 2,037 0.4 508 12,461 1.2 

税金等調整前中間
（当期）純利益     19,074 3.8   28,323 5.3   40,193 4.0 

法人税、住民税及
び事業税   6,278     10,915     18,239    

法人税等調整額   1,626 7,904 1.6 △3,490 7,425 1.4 △1,507 16,732 1.7 

少数株主利益     552 0.1   360 0.0   994 0.1 

中間（当期）純利
益     10,618 2.1   20,538 3.9   22,467 2.2 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）            （単位：百万円）  

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

   株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 

合計 

平成18年３月31日 残高 82,423 80,022 44,550 △189 206,806

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △3,169   △3,169

 役員賞与（注）     △169   △169

 中間純利益     10,618   10,618

 自己株式の取得       △46 △46

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 － － 7,280 △46 7,234

平成18年９月30日 残高     82,423 80,022 51,830 △235 214,040

  評価・換算差額等 

少数株主 

持分 
純資産合計 

 
その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

小年金 

負債調整額

為替換算 

調整勘定 

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日 残高 2,697 － △17,101 △4,230 △18,634 18,714 206,886

中間連結会計期間中の変動額               

 剰余金の配当（注）             △3,169

 役員賞与（注）             △169

 中間純利益             10,618

 自己株式の取得             △46

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△573 472 410 △2,650 △2,341 △67 △2,408

中間連結会計期間中の変動額合計 △573 472 410 △2,650 △2,341 △67 4,826

平成18年９月30日 残高 2,124 472 △16,691 △6,880 △20,975 18,647 211,712



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）            （単位：百万円）  

  

   株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 

合計 

平成19年３月31日 残高 82,423 80,022 62,095 △318 224,222

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △2,376   △2,376

 中間純利益     20,538   20,538

 自己株式の取得       △56 △56

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 － － 18,162 △56 18,106

平成19年９月30日 残高     82,423 80,022 80,257 △374 242,328

  評価・換算差額等 

少数株主 

持分 
純資産合計 

 
その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

年金負債 

調整額 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算

差額等合計

平成19年３月31日 残高 2,290 △151 △24,796 11,511 △11,146 19,163 232,239

中間連結会計期間中の変動額               

 剰余金の配当             △2,376

 中間純利益             20,538

 自己株式の取得             △56

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△449 25 △864 15,557 14,269 426 14,695

中間連結会計期間中の変動額合計 △449 25 △864 15,557 14,269 426 32,801

平成19年９月30日 残高 1,841 △126 △25,660 27,068 3,123 19,589 265,040



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）  （単位：百万円）  

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

   株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 

合計 

平成18年３月31日 残高 82,423 80,022 44,550 △189 206,806

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △3,169   △3,169

 剰余金の配当     △1,584   △1,584

 役員賞与（注）     △169   △169

 当期純利益     22,467   22,467

 自己株式の取得       △129 △129

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動 
額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額 
合計 

－ － 17,545 △129 17,416

平成19年３月31日 残高 82,423 80,022 62,095 △318 224,222

  評価・換算差額等 

少数株主 

持分 

純資産 

合計 
 

その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

小年金 

負債調整額

 年金負債 

調整額 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日 残高 2,697 － △17,101 － △4,230 △18,634 18,714 206,886

連結会計年度中の変動額                 

 剰余金の配当（注）               △3,169

 剰余金の配当                △1,584

 役員賞与（注）               △169

 当期純利益               22,467

 自己株式の取得               △129

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動 
額（純額） 

△407 △151 17,101 △24,796 15,741 7,488 449 7,937

連結会計年度中の変動額 
合計 

△407 △151 17,101 △24,796 15,741 7,488 449 25,353

平成19年３月31日 残高 2,290 △151 － △24,796 11,511 △11,146 19,163 232,239



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  19,074 28,323 40,193 

減価償却費   18,329 20,454 38,527 

のれん償却額    △18 48 4 

貸倒引当金の増加
（△減少）額 

  945 2,319 860 

賞与引当金の増加
（△減少）額 

  △42 △246 22 

製品補償損失引当金
の増加（△減少）額 

  － － 700 

受取利息及び受取配
当金 

  △2,675 △2,042 △4,649 

持分法による投資損
益 

  △964 △900 △1,628 

支払利息   3,998 3,710 7,319 

固定資産売却損益及
び固定資産除却損 

  1,331 △3,669 1,825 

固定資産減損損失   － － 1,517 

匿名組合出資売却益   － － △3,806 

匿名組合清算損   － － 508 

事業再構築損失   － － 2,343 

投資有価証券評価損
益 

  － 317 319 

投資有価証券売却損
益 

  － △1,265 － 

売上債権の減少（△
増加）額 

  △19,049 △10,288 △28,579 

たな卸資産の減少
（△増加）額 

  △4,640 △12,417 △4,032 

仕入債務の増加（△
減少）額 

  9,839 3,095 11,663 

その他   △7,753 △1,341 △8,242 

小計   18,375 26,098 54,864 

利息及び配当金の受
取額 

  1,643 990 2,411 

利息の支払額   △4,489 △3,636 △7,108 

法人税等の支払額   △3,019 △7,094 △8,266 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  12,510 16,358 41,901 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

定期預金の払戻によ
る収入 

  229 － 250 

有形固定資産の取得
による支出 

  △18,713 △18,603 △36,569 

有形固定資産の売却
による収入 

  371 6,033 4,001 

無形固定資産の取得
による支出 

  △268 △160 △6,966 

無形固定資産の売却
による収入 

  － 26 34 

関係会社株式及び出
資金の取得による支
出 

  △151 △71 △131 

関係会社株式及び出
資金の売却による収
入 

  960 － 1,334 

投資有価証券の取得
による支出 

  △151 △347 △178 

投資有価証券の売却
及び償還による収入 

  54 3,563 139 

匿名組合出資売却に
よる収入 

  － － 11,500 

匿名組合清算による
収入 

  － － 3,904 

事業取得による支出   － － △2,836 

リース資産の売却に
よる収入 

  － － 3,848 

長期貸付金の回収に
よる収入 

  19,591 73 19,628 

長期未収金の回収に
よる収入 

  － － 23,304 

その他   120 △41 △185 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  2,042 △9,527 21,077 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

短期借入金の純増減   △22,680 △2,381 △35,192 

コマーシャルペーパ
ーの純増減 

  20,993 △13,000 12,094 

長期借入れによる収
入 

  53,028 17,855 83,675 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △24,164 △3,949 △76,891 

社債の発行による収
入 

  － 5,000 － 

社債の償還による支
出 

  △32,000 － △36,000 

配当金の支払額   △3,169 △2,376 △4,753 

少数株主への配当金
の支払額 

  △492 △402 △689 

自己株式の純増減額   △46 △56 △129 

その他   △1,015 △1,519 △1,126 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △9,545 △828 △59,011 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  △3,002 △1,030 △4,344 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加（△減少）額 

  2,005 4,973 △377 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  12,913 12,536 12,913 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

(※1) 14,918 17,509 12,536 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (イ）連結子会社の数 192社 

主要な連結子会社名 

 星光ＰＭＣ㈱、㈱ルネサンス 

㈲DICインベストメンツ・ジャ 

パン、 

Sun Chemical Group B.V.、

DIC Asia Pacific Pte Ltd 

 なお、会社の設立等により、 

ECG Holdings (UK) Limited他

３社を新たに連結子会社に加え

た。また、前連結会計年度にお

いて連結子会社であったFrance 

Chimie Experiment (FCE),S.A.

他４社は、吸収合併等により連

結の範囲から除外した。 

(イ）連結子会社の数 178社 

主要な連結子会社名 

 星光ＰＭＣ㈱、㈱ルネサンス 

㈲DICインベストメンツ・ジャ 

パン、 

Sun Chemical Group B.V.、

DIC Asia Pacific Pte Ltd 

 なお、会社の設立により、 

DIC Fine Chemicals Private  

Limitedを新たに連結子会社に

加えた。また、前連結会計年度

において連結子会社であったデ

ィックシート㈱他１社は、吸収

合併により連結の範囲から除外

した。 

(イ）連結子会社の数 179社 

 主要な連結子会社名は、「第

１ 企業の概況 ４ 関係会社

の状況」に記載しているため、

省略した。  

 なお、買収等により、ECG  

Holdings (UK) Limited他４社

を新たに連結子会社に加えた。

また、星光ポリマー㈱他18社

は、吸収合併等により連結の範

囲から除外した。 

  (ロ）主要な非連結子会社の名称等 

主要な会社名 

Rohit

(Printing Ink and Paints) 

Industries Pvt.Ltd. 

(ロ）主要な非連結子会社の名称等 

会社名 

同左 

(ロ）主要な非連結子会社の名称等 

会社名 

同左 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社はいずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためである。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は小規模であ

り、総資産、売上高、中間純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない

ためである。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は小規模であ

り、総資産、売上高、当期純 

損益（持分に見合う額）及び 

利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも連結財務諸表 

に重要な影響を及ぼしていな 

いためである。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(イ）持分法適用の関連会社数 

 32社 

主要な会社名 

日本バイリーン㈱ 

 なお、前連結会計年度におい

て持分法適用会社であった新酸

素化学㈱他１社は、株式売却等

により持分法適用対象から除外

した。 

(イ）持分法適用の関連会社数 

 34社 

主要な会社名 

同左 

 なお、会社の設立により、

Sinclair S.A.を新たに持分法

適用会社に加えた。 

(イ）持分法適用の関連会社数 

33社 

主要な会社名 

同左 

 なお、株式取得等により、 

Allmake Rollers Ltd. (UK)他

１社を新たに持分法適用会社に

加えた。また、前連結会計年度

において持分法適用会社であっ

た新酸素化学㈱他２社は、株式

売却等により持分法適用対象か

ら除外した。 

  (ロ）持分法を適用していない非連

結子会社（Rohit(Printing 

Ink and Paints) Industries 

Pvt.Ltd.他）は、それぞれ中間

連結純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外

している。 

(ロ）持分法を適用していない非連

結子会社（Rohit(Printing 

Ink and Paints) Industries 

Pvt.Ltd.）は、中間連結純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外している。 

(ロ）持分法を適用していない非連

結子会社（Rohit(Printing 

Ink and Paints) Industries 

Pvt.Ltd.）は、連結純損益及 

び利益剰余金等に及ぼす影響 

が軽微であり、かつ全体とし 

ても重要性がないため、持分 

法の適用範囲から除外してい

る。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (ハ）持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異な

る会社については、各社の中間

会計期間に係る中間財務諸表を

使用している。 

(ハ）同左 (ハ）持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社に

ついては、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用している。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 在外連結子会社及び国内連結子

会社２社の中間決算日は６月30日

である。 

 連結に際しては当該中間財務諸

表を使用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引については

必要な調整を行っている。 

同左  在外連結子会社及び国内連結子

会社２社の決算日は12月31日であ

る。 

 連結に際しては当該財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については必要な調

整を行っている。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法に

より算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

時価のないもの 

同左 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの 

同左 

  ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

同左 

②デリバティブ 

同左 

  ③たな卸資産 

 国内連結会社は主として総平

均法による低価法を採用してい

る。在外連結子会社は主として

先入先出法による低価法を採用

している。 

③たな卸資産 

同左 

③たな卸資産 

同左 

  (ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

 国内連結会社は建物（付属設

備を除く。）については主とし

て定額法、その他の有形固定資

産については主として定率法、

在外連結子会社は主として定額

法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりである。 

建物及び構築物  ８～50年 

機械装置及び運搬具３～17年 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

 国内連結会社は建物（付属設

備を除く。）については主とし

て定額法、その他の有形固定資

産については主として定率法、

在外連結子会社は主として定額

法を採用している。      

 なお、主な耐用年数は次のと

おりである。 

 建物及び構築物  ８～50年 

 機械装置及び運搬具３～17年 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

 国内連結会社は建物（付属設

備を除く。）については主とし

て定額法、その他の有形固定資

産については主として定率法、

在外連結子会社は主として定額

法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりである。 

 建物及び構築物  ８～50年 

 機械装置及び運搬具３～17年 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

 国内連結会社は、法人税法の

改正に伴い、当中間連結会計期

間より、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更してい

る。 

 これにより、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利

益は、それぞれ133百万円減少

している。 

 なお、セグメント情報に与え

る影響は当該箇所に記載してい

る。 

（追加情報） 

 国内連結会社は、法人税法の

改正に伴い、平成19年３月31日

以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて

計上している。 

 これにより、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利

益は、それぞれ873百万円減少

している。 

  

  

  

  ②無形固定資産 

 国内連結会社及び在外連結

子会社とも定額法を採用して

いる。ただし、米国会計基準

が適用される在外連結子会社

ののれんについては、米国財

務会計基準書(SFAS)第142号

を適用し、減損の判定結果に

基づき償却する方法を採用し

ている。 

②無形固定資産 

 国内連結会社及び在外連結

子会社とも定額法を採用して

いる。 

②無形固定資産 

同左 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (ハ）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 国内連結会社は、主として当

中間連結会計期間末に有する金

銭債権の貸倒による損失に備え

るため設定しており、一般債権

については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上して

いる。在外連結子会社は原則と

して貸倒見積額を計上してい

る。 

(ハ）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

(ハ）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 国内連結会社は、主として当

連結会計年度末に有する金銭債

権の貸倒による損失に備えるた

め設定しており、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上してい

る。在外連結子会社は原則とし

て貸倒見積額を計上している。 

  ②賞与引当金 

 国内連結会社は、従業員及び

執行役員に支給する賞与に充て

るため、支給見込額に基づき、

当中間連結会計期間に負担すべ

き金額を計上している。 

②賞与引当金 

 同左 

②賞与引当金 

 国内連結会社は、従業員及び

執行役員に支給する賞与に充て

るため、支給見込額に基づき、

当連結会計年度に負担すべき金

額を計上している。 

  ③退職給付引当金 

 国内連結会社は、従業員及び

執行役員の退職給付に備えるた

め設定しており、当連結会計年

度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発

生していると認められる額を計

上している。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（８～

16年）で、主として定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から損益処理す

ることとしている。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（１～８年）

で、主として定額法により損益

処理することとしている。 

 在外連結子会社は、各国の会

計基準によっている。 

③退職給付引当金 

 同左 

③退職給付引当金 

 国内連結会社は、従業員及び

執行役員の退職給付に備えるた

め設定しており、当連結会計年

度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上し

ている。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（８～

16年）で、主として定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から損益処理す

ることとしている。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（１～８年）

で、主として定額法により損益

処理することとしている。 

 在外連結子会社は、各国の会

計基準によっている。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    

――――― 

  

 ④製品補償損失引当金 

 販売した製品に関する補償費

用の支出に備えるため設定して

おり、今後支出が見込まれる金

額を計上している。 

（会計方針の変更）  

 米国会計基準が適用される在

外連結子会社においては、当連

結会計年度から米国財務会計基

準書（SFAS）第158号が適用さ

れている。これに伴い、費用処

理されていない未認識額の計上

方法が当連結会計年度から変更

されている。その結果、負債の

部が9,869百万円増加し、純資

産の部が7,616百万円減少して

いる。 

④製品補償損失引当金  

 同左  

  (ニ）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結会計期間末日の直物等為替

相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理してい

る。なお、在外子会社等の資産

及び負債は、中間決算日の直物

等為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相

場により換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整

勘定及び少数株主持分に含めて

いる。 

(ニ）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 同左 

(ニ）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

会計年度末日の直物等為替相場

により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理している。な

お、在外子会社等の資産及び負

債は、決算日の直物等為替相場

により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により換算

し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定及び少数

株主持分に含めている。 

  (ホ）重要なリース取引の処理方法 

 国内連結会社は、リース物件

の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっている。ま

た、在外連結子会社は、各国の

会計基準に従った処理を行って

いる。 

(ホ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(ホ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (へ）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 主として繰延ヘッジ処理によ

っている。ただし、要件を満た

す為替予約等が付されている外

貨建金銭債権債務等について

は、振当処理を行っている。ま

た、要件を満たす金利スワップ

については、特例処理を行って

いる。 

(へ）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

(ヘ）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

デリバティブ取引（為替予

約取引、通貨オプション取

引及び金利・通貨スワップ

取引） 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

外貨建債権・債務、外貨建

予定取引、社債、借入金 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

 外貨建金銭債権債務または外

貨建予定取引に係る為替相場の

変動によるリスクを回避する目

的で為替予約取引、通貨オプシ

ョン取引及び通貨スワップ取引

を、将来の金利変動リスクの回

避、または金利負担の低減を図

る目的で金利スワップ取引を行

っている。 

 また、当社のデリバティブ取

引はすべて社内管理規程に従っ

て実行されている。連結子会社

については、各社の管理規定に

従って各社ごとに取引を実行し

ている。 

③ヘッジ方針 

同左 

  

③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動または

キャッシュ・フロー変動とヘッ

ジ手段の相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の間に高い相

関関係があることを確認し、有

効性の評価方法としている。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (ト）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

 主として税抜方式によってお

り、当中間連結会計期間末にお

ける仮受消費税等の金額から仮

払消費税等の金額を控除した残

額を、中間連結貸借対照表の

「流動負債」の「その他」に含

めて表示している。 

(ト）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理について

は、主として税抜方式を採用し

ております。 

(ト）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

①消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理について

は主として税抜方式を採用して

おり、当連結会計年度末におけ

る未払消費税等の金額を、連結

貸借対照表の「流動負債」の

「その他」に含めて表示してい

る。 

  ②税金費用の計算における諸準

備金等の取り扱い 

 中間連結会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額は、当

連結会計年度において予定して

いる圧縮積立金及び特別償却準

備金の積立て及び取崩しを前提

として、当中間連結会計期間に

係る金額を計算している。 

――――― ――――― 

５．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

―――――  のれん及び負ののれんの償却に

ついては、原則として５年間で均

等償却している。ただし、米国会

計基準が適用される在外子会社の

のれんについては、米国財務会計

基準書（SFAS）第142号を適用し、

減損の判定結果に基づき償却する

方法を採用している。 

同左 

６．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっている。  

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

 当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

――――― （法人所得税の不確実性に関する会計処理の

取扱い） 

 当中間連結会計期間より、米国会計基準が

適用される在外子会社は米国財務会計基準審

議会解釈指針第48号「法人所得税の不確実性

に関する会計処理－米国財務会計基準書第

109号の解釈指針」を適用している。当該指

針は米国財務会計基準書第109号に従って認

識する法人所得税について、税法上の取扱い

が不確実な場合における会計処理を明確にす

るものである。これにより当中間連結会計期

間において法人税、住民税及び事業税が

2,720百万円増加し、中間純利益が同額減少

している。 

――――― 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準第４号 平成

17年11月29日）を適用している。 

 これによる営業利益、経常利益及び税金等

調整前中間純利益に対する影響は軽微であ

る。  

――――― （役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用している。 

 これによる営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益に対する影響は軽微であ

る。  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してい

る。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

192,593百万円である。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成している。 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

213,227百万円である。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成している。  



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表関係） 

 前中間連結会計期間において、「営業権」として掲記されていた

ものは、 当中間連結会計期間から「のれん」と表示している。 

 また、「連結調整勘定」として掲記されていたものは、「のれ

ん」又は「負ののれん」と表示している。 

――――――  

  

（中間連結損益計算書関係） 

 「匿名組合投資利益」は、前中間会計期間まで営業外収益の「そ

の他」に含めて表示していたが、営業外収益の総額の100分の10を

超えたため区分掲記した。 

 なお、前中間会計期間における「匿名組合投資利益」の金額は

520百万円である。 

――――――  

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 前中間会計期間において、「連結調整勘定償却額」として掲記さ

れていたものは、当中間連結会計期間から、「のれん償却額」又は

「負ののれん償却額」と表示している。 

――――――  

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

502,201百万円 539,377百万円 513,140百万円 

※２ この他、売掛債権流動化による譲渡額

72,092百万円がある。 

※２ この他、売掛債権流動化による譲渡額

60,980百万円がある。 

※２ この他、売掛債権流動化による譲渡額

62,329百万円がある。 

※３ 担保資産及び担保付債務 ※３ 担保資産及び担保付債務 ※３ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 担保に供している資産 担保に供している資産 

受取手形及び 

売掛金 
3,012百万円 

たな卸資産 1,509百万円 

建物及び構築物 2,023百万円 

機械装置及び 

運搬具 
1,468百万円 

工具、器具及び 

備品 
52百万円 

土地 2,234百万円  

無形固定資産 79百万円 

計 10,377百万円 

受取手形及び 

売掛金 
4,019百万円 

たな卸資産 1,112百万円 

建物及び構築物 1,346百万円 

機械装置及び 

運搬具 
1,619百万円 

工具、器具及び 

備品 
59百万円 

土地 2,261百万円 

無形固定資産 86百万円 

投資有価証券 225百万円 

計 10,727百万円 

受取手形及び 

売掛金 
3,352百万円 

たな卸資産 1,739百万円 

建物及び構築物 2,400百万円 

機械装置及び 

運搬具 
1,368百万円 

工具、器具及び 

備品 
60百万円 

土地 2,069百万円 

無形固定資産 81百万円 

計 11,069百万円 

担保付債務 担保付債務 担保付債務 

短期借入金 845百万円 

長期借入金 523百万円 

計 1,368百万円 

短期借入金 2,234百万円 

長期借入金 311百万円 

計 2,545百万円 

短期借入金 1,051百万円 

長期借入金 387百万円 

計 1,438百万円 

※４ 投資有価証券には消費貸借契約に基づ 

  く貸付有価証券2,805百万円が含まれ 

  ている。 

※４ 投資有価証券には消費貸借契約に基づ 

  く貸付有価証券1,296百万円が含まれ 

  ている。 

※４ 投資有価証券には消費貸借契約に基づ 

  く貸付有価証券2,571百万円が含まれ 

  ている。 

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

 ５ 保証債務  ５ 保証債務  ５ 保証債務 

 次のとおり債務の保証を行っている。  次のとおり債務の保証を行っている。  次のとおり債務の保証を行っている。 

被保証者名 
金額 

（百万円） 
内容 

愛敬化学株式
会社(Aekyung  
Chemical  
Co.,Ltd.) 

1,504 
金融機関借入に伴う 
保証債務 

ディック・マ
ンローランド
㈱ 

809 
金融機関借入等に伴う 
保証債務 

江南化成株式
会社(Kang  
Nam Chemical  
Co.,Ltd.) 

752 
金融機関借入に伴う 
保証債務 

張家港東亜迪
愛生化学有限
公司(TOA-DIC  
Zhangjiagang  
Chemicals  
Co.,Ltd.) 

510 
金融機関借入に伴う 
保証債務 

その他13社他 3,438 

金融機関借入等に伴う 
保証債務  3,398 
金融機関借入に伴う  
保証予約    40 

計 7,013 
保証債務   6,973  
保証予約     40  

被保証者名 
金額 

（百万円）
内容 

愛敬化学株式
会社(Aekyung  
Chemical  
Co.,Ltd.) 

755 
金融機関借入に伴う 
保証債務 

張家港東亜迪
愛生化学有限
公司(TOA-DIC  
Zhangjiagang  
Chemicals  
Co.,Ltd.) 

625 
金融機関借入等に伴う 
保証債務 

江南化成株式
会社(Kang  
Nam Chemical  
Co.,Ltd.) 

377 
金融機関借入に伴う 
保証債務 

その他6社他 2,807 

金融機関借入等に伴う 
保証債務   2,762 
金融機関借入に伴う  
保証予約    45 

計 4,564 
保証債務   4,519  
保証予約    45  

被保証者名 
金額 

（百万円） 
内容 

愛敬化学株式
会社(Aekyung  
Chemical  
Co.,Ltd.) 

754 
金融機関借入に伴う 
保証債務 

張家港東亜迪
愛生化学有限
公司(TOA-DIC  
Zhangjiagang  
Chemicals  
Co.,Ltd.) 

581 
金融機関借入に伴う 
保証債務 

無錫迪愛生環
氧有限公司 
(Wuxi DIC    
Epoxy 
Co.,Ltd) 

406 
金融機関借入等に伴う 
保証債務  

その他7社他 3,123 

金融機関借入等に伴う 
保証債務   3,086  
金融機関借入に伴う  
保証予約   37 

計 4,863 
保証債務   4,826  
保証予約    37  

上記のうち主な外貨保証額 上記のうち主な外貨保証額 上記のうち主な外貨保証額 

Won   18,000,000千 2,255百万円 

RMB 60,714千   906百万円 

合計   3,161百万円 

Won    9,000,000千 1,132百万円

その他  RMB33,480千他   760百万円

合計   1,892百万円

Won   9,000,000千 1,130百万円

その他 RMB26,560千他 406百万円

合計   1,536百万円

 その他13社のうち11社は、金融機関との包

括的な機械代融資保証契約に基づく機械の販

売先である。 

 その他6社のうち4社は、金融機関との包括

的な機械代融資保証契約に基づく機械の販売

先である。 

 その他7社のうち5社は、金融機関との包括

的な機械代融資保証契約に基づく機械の販売

先である。 

 ６ 受取手形割引高 835百万円 

  

 ６ 受取手形割引高 896百万円  ６ 受取手形割引高 667百万円 

※７ 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理をしている。なお、当中間連結会

計期間の末日は金融機関の休日であった

ため、次の中間連結期間末日満期手形が

中間連結会計期間末残高に含まれてい

る。 

    受取手形 358百万円  

    支払手形 949百万円  

※７ 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理をしている。なお、当中間連結会

計期間の末日は金融機関の休日であった

ため、次の中間連結期間末日満期手形が

中間連結会計期間末残高に含まれてい

る。 

    受取手形 747百万円 

    支払手形 1,042百万円 

 ※７ 当連結会計期間末日満期手形の会計 

  処理については、手形交換日をもって決 

  済処理をしている。なお、当連結会計期 

  間の末日は金融機関の休日であったため、

  次の連結期間末日満期手形が連結会計期間

  末残高に含まれている。 

  

    受取手形 868百万円 

    支払手形 862百万円 

※８      ────── ※８ 米国会計基準が適用される在外連結子

会社が、米国財務会計基準書（SFAS)第

158号に従って年金負債を追加計上した

ことに伴なう純資産の調整額である。 

※８ 同左 

※９ 米国会計基準が適用される子会社が、

米国財務会計基準書（SFAS)第87号に従

って計上した 小年金負債である。 

※９     ────── ※９     ────── 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 当社における土地売却益160百万円他

である。 

※１ 当社及び海外連結子会社における土地

売却益4,593百万円他である。 

※１ 土地売却益1,266百万円他である。 

※２ 機械装置516百万円他である。 ※２ 工具、器具及び備品328百万円,機械装

置307百万円他である。 

※２ 機械装置1,223百万円、建物839百万円

他である 

※３ 海外における印刷インキ事業の再編に

伴うものである。 

※３ 同左 ※３ 同左 

※４      ────── ※４      ────── ※４ 海外における合成樹脂事業の再編に伴

うものである。 

※５      ──────  ※５      ──────  ※５ 当社グループは、当連結会計年度にお

いて、以下の資産グループについて減

損損失を計上した。 

(減損損失を認識するに至った経緯) 

遊休資産については、回収可能価額が帳簿

価額を下回った不動産等について、帳簿価

額を回収可能価額まで減額した。 

工場資産については、回収可能価額が帳簿

価額を下回った資産グループについて、帳

簿価額を回収可能価額まで減額した。 

(減損損失の金額及び主な固定資産の種類ご

との当該金額の内訳) 

用途 種類 場所  
金額 

(百万円) 

遊休資産 
土地、建物、 
その他  

埼玉県 
北足立郡、 
他  

767 

工場資産 
土地、その
他  

滋賀県湖南市、
他 

750 

  
合計 

  
1,517 

種類 金額(百万円) 

建物 646 

土地 499 

その他 372 

合計 1,517 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

   
(資産のグルーピングの方法) 

原則として、当社は事業部単位、国内子

会社は会社単位にグルーピングを行って

いる。ただし、遊休資産及び賃貸用資産

については物件単位にグルーピングを行

っている。 

(回収可能価額の算定方法等) 

遊休資産の回収可能価額は、主として使

用価値により測定し、その使用価値はな

いものとして算定した。 

工場資産の回収可能価額は、使用価値に

より測定した。使用価値は将来キャッシ

ュ・フロー見積額を8.0%で割引いて算定

した。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項           （単位：株） 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加110,382株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

 ２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

  
前連結会計年度末株

式数 

当中間連結会計期間

増加株式数 

当中間連結会計期間

減少株式数 

当中間連結会計期間

末株式数 

発行済株式          

 普通株式 792,872,048 － － 792,872,048 

 合計 792,872,048 － － 792,872,048 

 自己株式         

 普通株式 （注） 744,255 110,382 － 854,637 

 合計 744,255 110,382 － 854,637 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 3,169 4  平成18年３月31日  平成18年６月28日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月９日 

取締役会 
普通株式 1,584 利益剰余金 2  平成18年９月30日  平成18年12月７日



 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項           （単位：株） 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加118,371株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

  
前連結会計年度末株

式数 

当中間連結会計期間

増加株式数 

当中間連結会計期間

減少株式数 

当中間連結会計期間

末株式数 

発行済株式          

 普通株式 792,872,048 － － 792,872,048 

 合計 792,872,048 － － 792,872,048 

 自己株式         

 普通株式 （注） 1,032,097 118,371 － 1,150,468 

 合計 1,032,097 118,371 － 1,150,468 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 2,376 3  平成19年３月31日  平成19年６月28日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月８日 

取締役会 
普通株式 2,375 利益剰余金 3  平成19年９月30日  平成19年12月５日



 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項           （単位：株） 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加287,842株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

 ２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
前連結会計年度末株

式数 

当連結会計年度増加

株式数 

当連結会計年度減少

株式数 

当連結会計年度末株

式数 

発行済株式          

 普通株式 792,872,048 － － 792,872,048 

 合計 792,872,048 － － 792,872,048 

 自己株式         

 普通株式 （注） 744,255 287,842 － 1,032,097 

 合計 744,255 287,842 － 1,032,097 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 3,169 4  平成18年３月31日  平成18年６月28日

平成18年11月９日 

取締役会  
普通株式 1,584 2  平成18年９月30日  平成18年12月７日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 2,376 利益剰余金 3  平成19年３月31日  平成19年６月28日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（単位：百万円）

現金及び預金勘定 14,980 

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△62 

現金及び現金同等物 14,918 

（単位：百万円）

現金及び預金勘定 17,562 

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△53 

現金及び現金同等物 17,509 

(単位：百万円）

現金及び預金勘定 12,587 

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△51 

現金及び現金同等物 12,536 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）借手側 (1）借手側 (1）借手側 

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

  機械及
び装置 

工具、
器具及
び備品 

その他 合計 

取得価額
相当額 
(百万円) 

9,797 6,279 472 16,548 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

6,406 3,323 213 9,942 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

3,391 2,956 259 6,606 

  機械及
び装置 

工具、
器具及
び備品 

その他 合計 

取得価額
相当額 
(百万円) 

5,450 5,596 228 11,274 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

2,736 2,878 77 5,691 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

2,714 2,718 151 5,583 

  機械及
び装置 

工具、
器具及
び備品 

その他 合計 

取得価額
相当額 
(百万円) 

9,490 5,708 464 15,662 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

6,279 2,982 234 9,495 

期末残高
相当額 
(百万円) 

3,211 2,726 230 6,167 

② 未経過リース料中間期末残高相当

額等 

② 未経過リース料中間期末残高相当

額等 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

    未経過リース料中間期末残高相当額 

一年以内 2,830百万円 

一年超 3,950百万円 

 合計 6,780百万円 

    未経過リース料中間期末残高相当額 

一年以内 1,995百万円 

一年超 3,754百万円 

 合計 5,749百万円 

    未経過リース料期末残高相当額 

一年以内 2,480百万円 

一年超 3,857百万円 

 合計 6,337百万円 

③ 当中間期の支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利息相当額 

③ 当中間期の支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利息相当額 

③ 当期の支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 1,719百万円 

減価償却費相当額 1,617百万円 

支払利息相当額 88百万円 

支払リース料 1,471百万円 

減価償却費相当額 1,375百万円 

支払利息相当額 81百万円 

支払リース料 3,357百万円 

減価償却費相当額 3,150百万円 

支払利息相当額 172百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっている。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

(2）貸手側（注） (2）貸手側（注） (2）貸手側（注） 

① 未経過リース料中間期末残高相当

額 

① 未経過リース料中間期末残高相当

額 

① 未経過リース料期末残高相当額 

一年以内 11百万円 

一年超 15百万円 

 合計 26百万円 

一年以内 15百万円 

一年超 12百万円 

 合計 27百万円 

一年以内 15百万円 

一年超 17百万円 

 合計 32百万円 

② 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっている。 

② 利息相当額の算定方法 

同左 

② 利息相当額の算定方法 

同左 

（注） 当該取引については、すべてが、

単に貸主から物件のリースを受け、

更にこれをおおむね同一の条件で第

三者にリースする取引に該当するた

め、「未経過リース料中間期末残高

相当額」及び「利息相当額の算定方

法」のみを注記している。 

（注）同左 （注） 当該取引については、すべてが、

単に貸主から物件のリースを受け、

更にこれをおおむね同一の条件で第

三者にリースする取引に該当するた

め、「未経過リース料期末残高相当

額」及び「利息相当額の算定方法」

のみを注記している。 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

(1) 借手側 (1) 借手側 (1) 借手側 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

一年以内 3,411百万円 

一年超 19,884百万円 

合計 23,295百万円 

一年以内 3,135百万円 

一年超 17,311百万円 

合計 20,446百万円 

一年以内 5,800百万円 

一年超 18,030百万円 

合計 23,830百万円 

(2) 貸手側 (2) 貸手側 (2) 貸手側 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

一年以内 525百万円 

一年超 2,661百万円 

合計 3,186百万円 

一年以内 82百万円 

一年超 302百万円 

合計 384百万円 

一年以内 72百万円 

一年超 287百万円 

合計 359百万円 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表  
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 5,900 9,610 3,710 

合計 5,900 9,610 3,710 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 非上場株式 8,421 

  その他 23 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表  
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 5,605 8,777 3,172 

合計 5,605 8,777 3,172 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 非上場株式 5,885 

  その他 21 



前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

有価証券 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 5,850 9,821 3,971 

合計 5,850 9,821 3,971 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 非上場株式 7,907 

  その他 21 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

     当社及び連結子会社はデリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はない。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

     当社及び連結子会社はデリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はない。 

前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

     当社及び連結子会社はデリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はない。 

（ストック・オプション等関係） 

該当事項はない。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 
印刷材料 
（百万円）

工業材料 
（百万円） 

機能製品 
（百万円）

電子情報
材料 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                

(1）外部顧客に対

する売上高 
284,978 87,466 72,245 21,423 29,556 495,668 － 495,668 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

1,021 7,401 852 109 － 9,383 △9,383 － 

計 285,999 94,867 73,097 21,532 29,556 505,051 △9,383 495,668 

営業費用 269,387 90,702 70,668 19,161 29,084 479,002 △7,341 471,661 

営業利益 16,612 4,165 2,429 2,371 472 26,049 △2,042 24,007 

 
印刷材料 
（百万円）

工業材料 
（百万円） 

機能製品 
（百万円）

電子情報
材料 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                

(1）外部顧客に対

する売上高 
318,389 90,417 65,032 25,118 32,134 531,090 － 531,090 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

1,015 6,817 654 116 － 8,602 △8,602 － 

計 319,404 97,234 65,686 25,234 32,134 539,692 △8,602 531,090 

営業費用 299,875 92,440 63,378 21,957 32,634 510,284 △5,008 505,276 

営業利益 19,529 4,794 2,308 3,277 △500 29,408 △3,594 25,814 

 
印刷材料 
（百万円）

工業材料 
（百万円） 

機能製品 
（百万円）

電子情報
材料 
（百万円）

 その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                

(1）外部顧客に対

する売上高 
588,161 178,641 143,605 44,342 60,915 1,015,664 － 1,015,664 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

2,086 14,888 1,690 198 － 18,862 △18,862 － 

計 590,247 193,529 145,295 44,540 60,915 1,034,526 △18,862 1,015,664 

営業費用 554,485 185,011 139,919 39,490 60,155 979,060 △14,786 964,274 

営業利益 35,762 8,518 5,376 5,050 760 55,466 △4,076 51,390 



 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

(1）事業区分の方法……製品の需要用途等の類似性を考慮して区分している。 

(2）各区分に属する主要な製品の名称 

印刷材料…………印刷インキ、印刷関連機器・材料、有機顔料 

工業材料…………合成樹脂、ポリマ添加剤 

機能製品…………合成樹脂コンパウンド・着色剤、建材、石化関連製品、粘着製品、プラスチック成形品

電子情報材料……記録材料、液晶材料、エンジニアリングプラスチック 

その他……………カラー＆コンフォート、ヘルスケア食品、その他 

２．前中間連結会計期間の営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,322百万円

であり、その主なものは当社の総合研究所費用である。 

３．当中間連結会計期間の営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は3,625百万円

であり、その主なものは当社の総合研究所費用である。 

４．前連結会計年度の営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は4,677百万円であ

り、その主なものは当社の総合研究所費用である。 

５．会計処理基準等の変更 

  （当中間連結会計期間） 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税等に基づく減価償却の方法に変更してい

る。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、「印刷材料」で12百万円、「工業材料」で45百

万円、「機能製品」で27百万円、「電子情報材料」で15百万円、「その他」で30百万円、「消去又は全社」

で４百万円、それぞれ営業費用が増加し、営業利益がそれぞれ同額減少している。 



 （事業区分の方法の変更） 

 需要業界別の営業組織を通じて、市場の要求を速やかに製品開発に結びつける体制を作り、需要成長が低い

製品を付加価値の高い製品に転換させることを目的として、一部の事業について区分の変更を行った。 

 なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度のセグメント情報を、当中間連結会計期間において用いた事

業区分の方法により区分すると次のようになる。 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 
印刷材料 
（百万円）

工業材料 
（百万円） 

機能製品 
（百万円）

電子情報
材料 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                

(1）外部顧客に対

する売上高 
292,506 83,885 64,586 21,836 32,855 495,668 － 495,668 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

1,021 7,401 852 109 － 9,383 △9,383 － 

計 293,527 91,286 65,438 21,945 32,855 505,051 △9,383 495,668 

営業費用 276,345 87,009 63,343 19,548 32,760 479,005 △7,344 471,661 

営業利益 17,182 4,277 2,095 2,397 95 26,046 △2,039 24,007 

 
印刷材料 
（百万円）

工業材料 
（百万円） 

機能製品 
（百万円）

電子情報
材料 
（百万円）

 その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                

(1）外部顧客に対

する売上高 
603,117 171,996 128,834 45,118 66,599 1,015,664 － 1,015,664 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

2,086 14,888 1,690 198 － 18,862 △18,862 － 

計 605,203 186,884 130,524 45,316 66,599 1,034,526 △18,862 1,015,664 

営業費用 568,477 178,155 125,698 40,223 66,507 979,060 △14,786 964,274 

営業利益 36,726 8,729 4,826 5,093 92 55,466 △4,076 51,390 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円）
欧州 

（百万円）

アジア・
オセアニア
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高              

(1）外部顧客に対する売

上高 
217,914 97,512 127,951 52,291 495,668 － 495,668 

(2）セグメント間の内部

売上高 
13,376 199 144 5,067 18,786 △18,786 － 

計 231,290 97,711 128,095 57,358 514,454 △18,786 495,668 

営業費用 220,948 93,139 119,521 54,913 488,521 △16,860 471,661 

営業利益 10,342 4,572 8,574 2,445 25,933 △1,926 24,007 

 
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円）
欧州 

（百万円）

アジア・
オセアニア
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高              

(1）外部顧客に対する売

上高 
221,358 98,944 148,851 61,937 531,090 － 531,090 

(2）セグメント間の内部

売上高 
15,399 733 124 5,178 21,434 △21,434 － 

計 236,757 99,677 148,975 67,115 552,524 △21,434 531,090 

営業費用 225,226 96,625 136,724 64,510 523,085 △17,809 505,276 

営業利益 11,531 3,052 12,251 2,605 29,439 △3,625 25,814 

 
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円）
欧州 

（百万円）

アジア・
オセアニア
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高              

(1）外部顧客に対する売

上高 
439,853 197,486 267,436 110,889 1,015,664 － 1,015,664 

(2）セグメント間の内部

売上高 
27,391 1,566 243 9,659 38,859 △38,859 － 

計 467,244 199,052 267,679 120,548 1,054,523 △38,859 1,015,664 

営業費用 444,709 188,575 250,101 115,777 999,162 △34,888 964,274 

営業利益 22,535 10,477 17,578 4,771 55,361 △3,971 51,390 



 （注）１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

米州………米国、カナダ、メキシコ、ブラジル 

欧州………ドイツ、オランダ、イギリス、フランス 

アジア・オセアニア……中国、タイ、インド、マレーシア、オーストラリア 

２．前中間連結会計期間の営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,322百万円

であり、その主なものは当社の総合研究所費用である。 

３．当中間連結会計期間の営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は3,625百万円

であり、その主なものは当社の総合研究所費用である。 

４．前連結会計年度の営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は4,677百万円であ

り、その主なものは当社の総合研究所費用である。 

５．会計処理基準等の変更 

  （当中間連結会計期間） 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税等に基づく減価償却の方法に変更してい

る。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、「日本」で129百万円、「消去又は全社」で４

百万円、それぞれ営業費用が増加し、営業利益がそれぞれ同額減少している。 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

米州………米国、カナダ、メキシコ、ブラジル 

欧州………ドイツ、オランダ、イギリス、フランス 

アジア・オセアニア……中国、タイ、インド、マレーシア、オーストラリア 

  米州 欧州 アジア・オセアニア 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 97,589 128,280 62,763 288,632 

Ⅱ．連結売上高（百万円）       495,668 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
19.7 25.9 12.6 58.2 

  米州 欧州 アジア・オセアニア 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 99,201 149,083 77,873 326,157 

Ⅱ．連結売上高（百万円）       531,090 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
18.7 28.1 14.7 61.5 

  米州 欧州 アジア・オセアニア 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 198,263 267,923 136,661 602,847 

Ⅱ．連結売上高（百万円）       1,015,664 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
19.5 26.4 13.5 59.4 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はない。 

(2）【その他】 

該当事項はない。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

         243円76銭 310円02銭    269円09銭 

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額 

  13円41銭     25円94銭     28円37銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載していな

い。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載していな

い。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載していな

い。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 10,618 20,538 22,467 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
10,618 20,538 22,467 

期中平均株式数（千株） 792,084 791,785 792,004 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   508     3,758     414    

２．受取手形 
(※３, 
７) 

13,074     15,367     13,379    

３．売掛金 (※４) 68,315     80,976     78,137    

４．たな卸資産   36,212     40,892     36,281    

５．繰延税金資産   2,588     1,339     1,274    

６．その他   29,499     22,263     24,853    

貸倒引当金   △312     △167     △153    

流動資産合計     149,883 22.0   164,428 24.1   154,187 22.9 

Ⅱ 固定資産                    

(1）有形固定資産 (※２)                  

１．建物   39,118     38,355     38,442    

２．機械及び装置   31,123     31,752     31,549    

３．土地   37,515     36,046     37,276    

４．その他   13,282     15,134     13,003    

計   121,039   17.7 121,287   17.8 120,269   17.9 

(2）無形固定資産   1,719   0.3 1,568   0.2 1,676   0.2 

(3）投資その他の資産                    

１．投資有価証券 (※１) 16,157     13,367     16,247    

２．関係会社株式 (※１) 332,432     328,842     329,645    

３．その他   61,621     52,335     51,222    

貸倒引当金   △587     △282     △386    

計   409,623   60.0 394,263   57.9 396,728   59.0 

固定資産合計     532,380 78.0   517,118 75.9   518,674 77.1 

Ⅲ 繰延資産                    

１．社債発行費   28     5     10    

繰延資産合計     28 0.0   5 0.0   10 0.0 

資産合計     682,292 100.0   681,551 100.0   672,870 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形 (※７) 7,639     7,500     7,208    

２．買掛金   84,002     93,715     85,687    

３．短期借入金   91,717     105,657     79,034    

４．コマーシャルペー
パー   22,000     －     13,000    

５．一年以内に償還す
る社債   4,000     －     －    

６．未払法人税等   585     1,585     868    

７．未払賞与   3,131     3,169     3,169    

８．賞与引当金   1,802     1,853     1,949    

９．役員賞与引当金   56     70     130    

 10. その他   32,646     30,427     31,726    

流動負債合計     247,576 36.3   243,976 35.8   222,772 33.1 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債   66,000     71,000     66,000    

２．長期借入金   168,166     160,931     180,951    

３．退職給付引当金   40     31     35    

４．役員退職慰労金引
当金   81     81     81    

５．製品補償損失引当
金   －     700     700    

６．関係会社事業損失
引当金   3,604     687     1,401    

７．繰延税金負債   834     2,459     1,977    

８．その他   8,550     7,855     8,049    

固定負債合計     247,275 36.2   243,744 35.8   259,195 38.5 

負債合計     494,851 72.5   487,720 71.6   481,967 71.6 

 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     82,423 12.1   82,423 12.1   82,423 12.2 

２．資本剰余金                    

   資本準備金   80,022     80,022     80,022    

  資本剰余金合計     80,022 11.7   80,022 11.7   80,022 11.9 

３．利益剰余金                  

  その他利益剰余金                  

   国庫補助金等圧
縮積立金   18     53     53    

  保険差益圧縮積
立金   2     2     2    

  特別償却準備金   37     98     108    

  収用等圧縮積立
金   1,054     1,011     1,021    

  買換資産圧縮積
立金   8,326     7,863     8,089    

  買換資産圧縮特
別勘定積立金   56     899     324    

  繰越利益剰余金   13,872     20,166     17,141    

  利益剰余金合計     23,364 3.4   30,093 4.4   26,739 4.0 

４．自己株式     △235 △0.0   △374 △0.0   △318 △0.0 

   株主資本合計     185,575 27.2   192,164 28.2   188,866 28.1 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券評
価差額金     1,859 0.3   1,665 0.2   2,031 0.3 

２．繰延ヘッジ損益     7 0.0   2 0.0   6 0.0 

  評価・換算差額等
合計     1,865 0.3   1,667 0.2   2,036 0.3 

 純資産合計     187,441 27.5   193,831 28.4   190,903 28.4 

 負債純資産合計     682,292 100.0   681,551 100.0   672,870 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     185,235 100.0   193,682 100.0   374,823 100.0 

Ⅱ 売上原価     154,155 83.2   161,815 83.5   311,301 83.1 

売上総利益     31,079 16.8   31,867 16.5   63,522 16.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     25,757 13.9   26,154 13.5   51,486 13.7 

営業利益     5,322 2.9   5,714 3.0   12,036 3.2 

Ⅳ 営業外収益 (※１)   3,943 2.1   3,819 2.0   8,957 2.4 

Ⅴ 営業外費用 (※２)   4,081 2.2   3,199 1.7   8,723 2.3 

経常利益     5,184 2.8   6,334 3.3   12,269 3.3 

Ⅵ 特別利益 (※３)   160 0.1   2,445 1.2   4,489 1.2 

Ⅶ 特別損失 
(※４,
５)   501 0.3   643 0.3   4,154 1.1 

税引前中間(当期)
純利益     4,844 2.6   8,135 4.2   12,604 3.4 

法人税、住民税及
び事業税 

  
  446     1,736     908    

法人税等調整額   1,723 2,169 1.2 670 2,406 1.2 4,063 4,971 1.4 

中間（当期）純利
益     2,675 1.4   5,729 3.0   7,633 2.0 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）                （単位：百万円） 

 

株主資本 

資本金 

資本 

剰余金 
 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 資本 

準備金 

その他利益剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

国庫補助

金等圧縮

積立金 

保険差益

圧縮 

積立金 

特別償却

準備金 

収用等圧

縮積立金

買換資産

圧縮 

積立金 

買換資産

圧縮 

特別勘定

積立金 

繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日 残高 82,423 80,022 19 3 37 1,087 9,149 22 13,660 23,978 △189 186,235 

中間会計期間中の変動額                        

国庫補助金等圧縮積立

金の取崩（注）  
    △1           1 －   － 

保険差益圧縮積立金の

取崩（注）  
      △1         1 －   － 

特別償却準備金の積立

（注）  
        13       △13 －   － 

特別償却準備金の取崩

（注） 
        △13       13 －   － 

収用等圧縮積立金の取

崩（注）  
          △22     22 －   － 

買換資産圧縮積立金の

積立（注）  
            253   △253 －   － 

買換資産圧縮積立金の

取崩（注）  
            △771   771 －   － 

買換資産圧縮特別勘定

積立金の積立（注） 
              56 △56 －   － 

買換資産圧縮特別勘定

積立金の取崩（注）  
              △22 22 －   － 

国庫補助金等圧縮積立

金の中間取崩  
    △1           1 －   － 

保険差益圧縮積立金の

中間取崩  
      △0         0 －   － 

収用等圧縮積立金の中

間取崩 
          △11     11 －   － 

買換資産圧縮積立金の

中間取崩 
            △305   305 －   － 

剰余金の配当（注）                 △3,169 △3,169   △3,169 

取締役賞与金（注）                 △120 △120   △120 

中間純利益                 2,675 2,675   2,675 

自己株式の取得                     △46 △46 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

                        

中間会計期間中の変動額

合計 
－ － △2 △1 0 △34 △823 34 212 △614 △46 △660 

平成18年９月30日 残高 82,423 80,022 18 2 37 1,054 8,326 56 13,872 23,364 △235 185,575 



 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

評価・換算差額等 

純資産 

合計 

その他 

有価証券

評価 

差額金 

繰延 

ヘッジ 

損益  

評価 

・ 

換算差額

等合計 

平成18年３月31日 残高 2,372 － 2,372 188,607 

中間会計期間中の変動額        

国庫補助金等圧縮積立

金の取崩（注） 
      － 

保険差益圧縮積立金の

取崩（注） 
      － 

特別償却準備金の積立

（注） 
      － 

特別償却準備金の取崩

（注）  
      － 

収用等圧縮積立金の取

崩（注）  
      － 

買換資産圧縮積立金の

積立（注）  
      － 

買換資産圧縮積立金の

取崩（注）  
      － 

買換資産圧縮特別勘定

積立金の積立（注）  
      － 

買換資産圧縮特別勘定

積立金の取崩（注）  
      － 

国庫補助金等圧縮積立

金の中間取崩  
      － 

保険差益圧縮積立金の

中間取崩  
      － 

収用等圧縮積立金の中

間取崩  
      － 

買換資産圧縮積立金の

中間取崩  
      － 

剰余金の配当（注）       △3,169 

取締役賞与金（注）       △120 

中間純利益       2,675 

自己株式の取得       △46 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

△513 7 △506 △506 

中間会計期間中の変動額

合計 
△513 7 △506 △1,166 

平成18年９月30日 残高 1,859 7 1,865 187,441 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）                （単位：百万円） 

 

株主資本 

資本金 

資本 

剰余金 
 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 資本 

準備金 

その他利益剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

国庫補助

金等圧縮

積立金 

保険差益

圧縮 

積立金 

特別償却

準備金 

収用等圧

縮積立金

買換資産

圧縮 

積立金 

買換資産

圧縮 

特別勘定

積立金 

繰越利益

剰余金 

平成19年３月31日 残高 82,423 80,022 53 2 108 1,021 8,089 324 17,141 26,739 △318 188,866 

中間会計期間中の変動額                        

買換資産圧縮特別勘定

積立金の中間積立 
              575 △575 －   － 

保険差益圧縮積立金の

中間取崩  
      △0         0 －   － 

特別償却準備金の中間

取崩 
        △10       10 －   － 

収用等圧縮積立金の中

間取崩 
          △11     11 －   － 

買換資産圧縮積立金の

中間取崩 
            △226   226 －   － 

剰余金の配当                 △2,376 △2,376   △2,376 

中間純利益                 5,729 5,729   5,729 

自己株式の取得                     △56 △56 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

                        

中間会計期間中の変動額

合計 
－ － － △0 △10 △11 △226 575 3,025 3,354 △56 3,298 

平成19年９月30日 残高 82,423 80,022 53 2 98 1,011 7,863 899 20,166 30,093 △374 192,164 



 

評価・換算差額等 

純資産 

合計 

その他 

有価証券

評価 

差額金 

繰延 

ヘッジ 

損益  

評価 

・ 

換算差額

等合計 

平成19年３月31日 残高 2,031 6 2,036 190,903 

中間会計期間中の変動額        

買換資産圧縮特別勘定

積立金の中間積立 
      － 

保険差益圧縮積立金の

中間取崩  
      － 

特別償却準備金の中間

取崩 
      － 

収用等圧縮積立金の中

間取崩  
      － 

買換資産圧縮積立金の

中間取崩  
      － 

剰余金の配当       △2,376 

中間純利益       5,729 

自己株式の取得       △56 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

△366 △4 △369 △369 

中間会計期間中の変動額

合計 
△366 △4 △369 2,928 

平成19年９月30日 残高 1,665 2 1,667 193,831 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）      （単位：百万円） 

 

株主資本 

資本金 

資本 

剰余金 
 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 資本 

準備金 

その他利益剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

国庫補助

金等圧縮

積立金 

保険差益

圧縮 

積立金 

特別償却

準備金 

収用等圧

縮積立金

買換資産

圧縮 

積立金 

買換資産

圧縮 

特別勘定

積立金 

繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日 残高 82,423 80,022 19 3 37 1,087 9,149 22 13,660 23,978 △189 186,235 

事業年度中の変動額                        

国庫補助金等圧縮積立

金の取崩（注）  
    △1           1 －   － 

国庫補助金等圧縮積立

金の積立 
    64           △64 －   － 

国庫補助金等圧縮積立

金の取崩 
    △30           30 －   － 

保険差益圧縮積立金の

取崩（注）  
      △1         1 －   － 

保険差益圧縮積立金の

取崩 
      △0         0 －   － 

特別償却準備金の積立

（注）  
        13       △13 －   － 

特別償却準備金の取崩

（注） 
        △13       13 －   － 

特別償却準備金の積立         90       △90 －   － 

特別償却準備金の取崩         △19       19 －   － 

収用等圧縮積立金の取

崩（注）  
          △22     22 －   － 

収用等圧縮積立金の取

崩 
          △43     43 －   － 

買換資産圧縮積立金の

積立（注）  
            253   △253 －   － 

買換資産圧縮積立金の

取崩（注）  
            △771   771 －   － 

買換資産圧縮積立金の

積立 
            50   △50 －   － 

買換資産圧縮積立金の

取崩 
            △592   592 －   － 

買換資産圧縮特別勘定

積立金の積立（注） 
              56 △56 －   － 

買換資産圧縮特別勘定

積立金の取崩（注）  
              △22 22 －   － 

買換資産圧縮特別勘定

積立金の積立 
              324 △324 －   － 

買換資産圧縮特別勘定

積立金の取崩 
              △56 56 －   － 

剰余金の配当（注）                 △3,169 △3,169   △3,169 

剰余金の配当                 △1,584 △1,584   △1,584 

取締役賞与金（注）                 △120 △120   △120 

当期純利益                 7,633 7,633   7,633 

自己株式の取得                     △130 △130 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
                        

事業年度中の変動額合計 － － 33 △1 71 △66 △1,060 302 3,481 2,761 △130 2,631 

平成19年３月31日 残高 82,423 80,022 53 2 108 1,021 8,089 324 17,141 26,739 △318 188,866 



 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

評価・換算差額等 

純資産 

合計 

その他 

有価証券

評価 

差額金 

繰延 

ヘッジ 

損益  

評価 

・ 

換算差額

等合計 

平成18年３月31日 残高 2,372 － 2,372 188,607 

事業年度中の変動額        

国庫補助金等圧縮積立

金の取崩（注） 
      － 

国庫補助金等圧縮積立

金の積立 
      － 

国庫補助金等圧縮積立

金の取崩 
      － 

保険差益圧縮積立金の

取崩（注） 
      － 

保険差益圧縮積立金の

取崩 
      － 

特別償却準備金の積立

（注） 
      － 

特別償却準備金の取崩

（注）  
      － 

特別償却準備金の積立       － 

特別償却準備金の取崩       － 

収用等圧縮積立金の取

崩（注）  
      － 

収用等圧縮積立金の取

崩 
      － 

買換資産圧縮積立金の

積立（注）  
      － 

買換資産圧縮積立金の

取崩（注）  
      － 

買換資産圧縮積立金の

積立 
      － 

買換資産圧縮積立金の

取崩 
      － 

買換資産圧縮特別勘定

積立金の積立（注）  
      － 

買換資産圧縮特別勘定

積立金の取崩（注）  
      － 

買換資産圧縮特別勘定

積立金の積立 
      － 

買換資産圧縮特別勘定

積立金の取崩 
      － 

剰余金の配当（注）       △3,169 

剰余金の配当       △1,584 

取締役賞与金（注）       △120 

当期純利益       7,633 

自己株式の取得       △130 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
△341 6 △335 △335 

事業年度中の変動額合計 △341 6 △335 2,296 

平成19年３月31日 残高 2,031 6 2,036 190,903 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定） 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

総平均法による低価法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

建物（付属設備を除く。）、

工具：定額法 

器具、備品：定率法 

その他の有形固定資産： 

一部定額法によるものを除

き、主として定率法 

なお、主な耐用年数は下記

の通りである。 

建物     ８～50年 

機械及び装置 ６～17年 

(1）有形固定資産 

建物（付属設備を除く。）、

工具：定額法 

器具、備品：定率法 

その他の有形固定資産： 

 一部定額法によるものを除  

 き、主として定率法 

 なお、主な耐用年数は下記 

 の通りである。 

 建物     ８～50年 

 機械及び装置 ６～17年 

(1）有形固定資産 

建物（付属設備を除く。）、

工具：定額法 

器具、備品：定率法 

その他の有形固定資産： 

 一部定額法によるものを除  

 き、主として定率法 

 なお、主な耐用年数は下記 

 の通りである。 

 建物     ８～50年 

 機械及び装置 ６～17年 

    

  

  

  

  

 （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

している。 

 これにより、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益は、

それぞれ72百万円減少してい

る。 

  

  

  

  

  

 



 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    

  

  

  

  

 （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含

めて計上している。 

 これにより、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益は、

それぞれ719百万円減少してい

る。 

  

  

  

  

  

  (2）無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法 

(2）無形固定資産 

同左 

  

  

  

  

(2）無形固定資産 

同左 

  

  

  

  

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 中間会計期間末に有する金銭

債権の貸倒による損失に備える

ため設定しており、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上して

いる。 

(1）貸倒引当金 

 同左 

(1）貸倒引当金 

 期末に有する金銭債権の貸倒

による損失に備えるため設定し

ており、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上している。 

  (2）賞与引当金 

 従業員及び執行役員に支給す

る賞与に充てるため、支給見込

額に基づき、当中間会計期間に

負担すべき金額を計上してい

る。 

(2）賞与引当金 

 同左 

(2）賞与引当金 

 従業員及び執行役員に支給す

る賞与に充てるため、支給見込

額に基づき、当期に負担すべき

金額を計上している。 

  (3）役員賞与引当金 

 役員に支給する賞与に充てる

ため、支給見込額に基づき、当

中間会計期間に負担すべき金額

を計上している。 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用している。これに

より従来と比較して、営業利

益、経常利益、税引前中間純利

益はそれぞれ56百万円減少して

いる。 

(3）役員賞与引当金 

 役員に支給する賞与に充てる

ため、支給見込額に基づき、当

中間会計期間に負担すべき金額

を計上している。 

  

(3）役員賞与引当金 

 役員に支給する賞与に充てる

ため、支給見込額に基づき、当

事業年度に負担すべき金額を計

上している。 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29

日）を適用している。これによ

り従来と比較して、営業利益、

経常利益、税引前当期純利益は

それぞれ130百万円減少してい

る。 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）退職給付引当金 

  従業員及び執行役員の退職給

付に備えるため設定しており、

当期末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生

していると認められる額を計上

している。 

 数理計算上の差異は、従業員

の平均残存勤務期間（14年）に

よる定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌事業年度

から損益処理することとしてい

る。 

(4）退職給付引当金 

  同左 

  

(4）退職給付引当金 

 従業員及び執行役員の退職給

付に備えるため設定しており、

当期末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると

認められる額を計上している。 

  数理計算上の差異は、従業員

の平均残存勤務期間（14年）に

よる定額法により、按分した額

を、それぞれ発生の翌事業年度

から損益処理することとしてい

る。 

  (5）役員退職慰労金引当金 

 役員の退職慰労金支給に備え

るため設定しており、内規に基

づく中間会計期間末の基準額を

計上している。なお第107期定時

株主総会日（平成17年６月28日)

をもって役員退職慰労金制度を

廃止しているが、既往の期間分

については、従来の内規による

額を退任時に支払う見込みであ

る。 

(5）役員退職慰労金引当金 

 同左 

(5）役員退職慰労金引当金 

 役員の退職慰労金支給に備え

るため設定しており、内規に基

づく期末の基準額を計上してい

る。なお、第107期定時株主総会

日（平成17年６月28日）をもっ

て役員退職慰労金制度を廃止し

ているが、既往の期間分につい

ては、従来の内規による額を退

任時に支払う見込みである。 

       ――――― (6）製品補償損失引当金 

 販売した製品に関する補償費

用の支出に備えるため設定して

おり、今後支出が見込まれる金

額を計上している。 

(6）製品補償損失引当金 

 同左 

  (7）関係会社事業損失引当金 

 関係会社が営む事業に係る損

失の当社負担に備えるため設定

しており、関係会社の資産内容

等を勘案し、当社が負担するこ

ととなると予測される金額を計

上している。 

(7）関係会社事業損失引当金 

 同左 

(7）関係会社事業損失引当金 

 同左 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間会

計期間末の直物等為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。 

 同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物等為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

している。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

 同左  同左 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってい

る。 

 ただし、要件を満たす為替予

約等が付されている外貨建金銭

債権債務等については、振当処

理を行っている。また、要件を

満たす金利スワップについて

は、特例処理を行っている。 

(1）ヘッジ会計の方法 

 同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

 同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

デリバティブ取引（為替予

約取引、通貨オプション取

引及び金利・通貨スワップ

取引） 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

外貨建債権・債務、外貨建

予定取引、社債、借入金 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 外貨建金銭債権債務または外

貨建予定取引に係る為替相場の

変動によるリスクを回避する目

的で為替予約取引、通貨オプシ

ョン取引及び通貨スワップ取引

を、将来の金利変動リスクの回

避、または金利負担の低減を図

る目的で金利スワップ取引を行

っている。 

 また、デリバティブ取引はす

べて社内管理規程に従って実行

されている。 

(3）ヘッジ方針 

 同左 

(3）ヘッジ方針 

 同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動または

キャッシュ・フロー変動とヘッ

ジ手段の相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の間に高い相

関関係があることを確認し、有

効性の評価方法としている。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっており、当中

間会計期間末における仮受消費

税等の金額から仮払消費税等の

金額を控除した残額を、中間貸

借対照表の「流動負債」の「そ

の他」に含めて表示している。 

(1）消費税等の会計処理 

 同左 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理について

は、税抜方式を採用している。 

  (2）税金費用の計算における諸準

備金等の取り扱い 

 中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している圧縮積立金

及び特別償却準備金の積立て及

び取崩しを前提として、当中間

会計期間に係る金額を計算して

いる。 

     ―――――      ――――― 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月9日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月9日）を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

187,434百万円である。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成している。 

─────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月9日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月9日）を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

190,897百万円である。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成

している。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

 （中間貸借対照表関係） 

１ 「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」第２条第

２項の規定により、旧有限会社の持分及び出資１口は、株式会社の株

式及び１株とみなされることになった。これに伴い、前中間会計期間

において「投資その他の資産」の「関係会社出資金」及び「その他」

に掲記していた旧有限会社への出資は、当中間会計期間において「関

係会社株式」及び「投資有価証券」と表示することとした。 

 なお、当中間会計期間末の「投資その他の資産」の「関係会社株

式」及び「投資有価証券」に含まれる当該出資の額はそれぞれ

274,033百万円、54百万円であり、前中間会計期間末の「関係会社出

資金」及び「その他」に含まれる当該出資の額はそれぞれ274,008百

万円、54百万円である。 

  

 ２ 前中間会計期間まで区分掲記していた「投資その他の資産」の

「関係会社出資金」は、当中間会計期間において金額の重要性が低下

したため、「投資その他の資産」の「その他」に含めて表示すること

とした。 

 なお、当中間会計期間末の「関係会社出資金」の金額は31,093百万

円である。 

――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

次へ 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 投資有価証券及び関係会社株

式には消費貸借契約に基づく

貸付有価証券がそれぞれ1,940

百万円、374百万円含まれてい

る。  

※１ 投資有価証券には消費貸借契

約に基づく貸付有価証券が

1,296百万円含まれている。  

※１ 投資有価証券及び関係会社株

式には消費貸借契約に基づく

貸付有価証券がそれぞれ1,721

百万円、365百万円含まれてい

る。  

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額           249,673百万円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額           253,542百万円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額           251,258百万円 

※３ この他、売掛債権流動化によ

る譲渡額25,391百万円があ

る。 

※３ この他、売掛債権流動化によ

る譲渡額22,462百万円があ

る。 

※３ この他、売掛債権流動化によ

る譲渡額25,227百万円があ

る。 

※４ この他、売掛債権流動化によ

る譲渡額26,287百万円があ

る。 

※４ この他、売掛債権流動化によ

る譲渡額18,283百万円があ

る。 

※４ この他、売掛債権流動化によ

る譲渡額16,384百万円があ

る。 

５ 保証債務 ５ 保証債務 ５ 保証債務 

次のとおり債務の保証を行っ

ている。 

次のとおり債務の保証を行っ

ている。 

次のとおり債務の保証を行っ

ている。 

被保証会社名 
金額 

（百万円） 
内容 

ディックテクノ㈱ 3,093 
ファクタリング債務 
に対する保証債務 

ディック 
キャピタル㈱ 

2,700 
金融機関借入に伴う
保証債務         

その他39社他 16,973 

金融機関借入等に伴
う保証債務  16,407 
金融機関借入に伴う 
保証予約    566 

計 22,766 
保証債務    22,200 
保証予約      566 

被保証会社名 
金額 

（百万円）
内容 

ディックテクノ㈱ 3,224 
ファクタリング債務 
に対する保証債務 

ディック 
キャピタル㈱ 

2,700 
金融機関借入に伴う
保証債務         

張家港迪愛生化工 
有限公司 
(DIC  
Zhangjiagang  
Chemicals  
Co.,Ltd.) 

1,787 
金融機関借入に伴う 
保証債務 

その他25社他 9,356 

金融機関借入等に伴
う保証債務   8,942 
金融機関借入に伴う
保証予約       414 

計 17,068 
保証債務    16,653 
保証予約       414 

被保証会社名 
金額 

（百万円） 
内容 

ディック 
キャピタル㈱ 

2,700 
金融機関借入に伴う 
保証債務 

ディックテクノ㈱ 2,057 
ファクタリング債務 
に対する保証債務 

張家港迪愛生化工 
有限公司 
(DIC  
Zhangjiagang  
Chemicals  
Co.,Ltd.) 

1,893 
金融機関借入に伴う 
保証債務 

その他24社他 10,030 

金融機関借入等に伴
う保証債務   9,837 
金融機関借入に伴う
保証予約       193 

計 16,680 
保証債務    16,487 
保証予約       193 

このうち、外貨建の保証金額

はRMB414,197千他である。な

お、その他39社のうち11社

は、金融機関との包括的な機

械代融資保証契約に基づく機

械の販売先である。 

このうち、外貨建の保証金額

はRMB114,002千他である。な

お、その他25社のうち4社は、

金融機関との包括的な機械代

融資保証契約に基づく機械の

販売先である。 

このうち、外貨建の保証金額

はRMB230,773千他である。な

お、その他24社のうち5社は、

金融機関との包括的な機械代

融資保証契約に基づく機械の

販売先である。 

 ６ 受取手形割引高    980百万円 

   

 ６ 受取手形割引高    896百万円 

   

 ６ 受取手形割引高   790百万円  

   

※７ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してい

る。なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が中間

会計期間末日残高に含まれて

いる。 

受取手形   190百万円 

支払手形   315百万円 

※７ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してい

る。なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が中間

会計期間末日残高に含まれて

いる。 

受取手形   742百万円 

支払手形   326百万円 

※７ 当事業年度末満期手形の会計

処理については、手形交換日

をもって決済処理している。

なお、当事業年度の末日は金

融機関の休日であったため、

次の満期手形が当事業年度末

残高に含まれている。 

受取手形   624百万円 

支払手形   316百万円 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 631百万円 

受取配当金 1,856百万円 

匿名組合投資 

利益 
876百万円 

受取利息 32百万円 

受取配当金 3,212百万円 

受取利息 690百万円 

受取配当金 4,161百万円 

匿名組合投資 

利益 
2,356百万円 

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 1,561百万円 

出向者人件費 

負担額 
627百万円 

支払利息 1,504百万円 

出向者人件費 

負担額 
405百万円 

支払利息 2,885百万円 

社債利息 789百万円 

出向者人件費 

負担額 
1,238百万円 

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

土地売却益 160百万円 土地売却益 1,213百万円 

投資有価証券 

売却益 
1,232百万円 

土地売却益 683百万円 

匿名組合出資売

却益 
3,806百万円 

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

固定資産処分損 固定資産処分損 固定資産処分損 

建物 39百万円 

機械及び装置 185百万円 

その他 277百万円 

計 501百万円 

建物 31百万円 

機械及び装置 140百万円 

その他 158百万円 

計 329百万円 

投資有価証券 

評価損  
314百万円 

建物 232百万円 

機械及び装置 488百万円 

 土地 112百万円 

その他 512百万円 

計 1,344百万円 

固定資産減損 

損失 
767百万円 

※５   ――――― ※５   ――――― ※５ 固定資産減損損失 

 当社は、当事業年度において、以

下の資産グループについて減損損失

を計上した。 

用途 種類 場所  
金額 

(百万円) 

遊休資産 
土地、建物、 
その他  

埼玉県北足立
郡、他 

767 

  
合計 

  
767 

 



次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

        
(減損損失を認識するに至った経緯) 

 回収可能価額が帳簿価額を下回っ

た不動産等について、帳簿価額を回

収可能価額まで減額した。 

(減損損失の金額及び主な固定資産の

種類ごとの当該金額の内訳) 

(資産のグルーピングの方法) 

 当社は原則として事業部単位にグ

ルーピングを行っている。ただし、

遊休資産については、物件単位にグ

ルーピングを行っている。 

(回収可能価額の算定方法等) 

 回収可能価額は、主として使用価

値により測定し、その使用価値はな

いものとして算定した。 

種類 金額(百万円) 

土地 66 

建物 678 

その他 23 

合計 767 

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 5,541百万円 

無形固定資産 273百万円 

有形固定資産 6,538百万円 

無形固定資産 244百万円 

有形固定資産 11,785百万円 

無形固定資産 544百万円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項                                                          (単位：株） 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加110,382株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項                                                          (単位：株） 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加118,371株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項                                                          (単位：株） 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加287,842株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  前事業年度末株式数
当中間会計期間増加
株式数 

当中間会計期間減少
株式数 

当中間会計期間末株
式数 

普通株式（注） 744,255 110,382 － 854,637 

合計 744,255 110,382 － 854,637 

  前事業年度末株式数
当中間会計期間増加
株式数 

当中間会計期間減少
株式数 

当中間会計期間末株
式数 

普通株式（注） 1,032,097 118,371 － 1,150,468 

合計 1,032,097 118,371 － 1,150,468 

  前事業年度末株式数
当事業年度増加株式
数 

当事業年度減少株式
数 

当事業年度末株式数

普通株式（注） 744,255 287,842 － 1,032,097 

合計 744,255 287,842 － 1,032,097 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）借手側 (1）借手側 (1）借手側 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  機械及
び装置 

工具、
器具及
び備品 

その他 合計 

取得価額
相当額 
(百万円) 

7,869 2,621 288 10,778 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

5,390 1,320 198 6,908 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

2,479 1,301 90 3,869 

  機械及
び装置 

工具、
器具及
び備品 

その他 合計 

取得価額
相当額 
(百万円) 

3,726 2,886 128 6,740 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

1,800 1,451 71 3,322 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

1,926 1,435 57 3,419 

  機械及
び装置 

工具、
器具及
び備品 

その他 合計 

取得価額
相当額 
(百万円) 

7,416 2,576 218 10,211 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

5,181 1,323 150 6,654 

期末残高
相当額 
(百万円) 

2,235 1,253 68 3,557 

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

② 未経過リース料期末残高相

当額 

一年以内 1,528百万円 

一年超 2,447百万円 

 合計 3,975百万円 

一年以内 1,164百万円 

一年超 2,349百万円 

 合計 3,513百万円 

一年以内 1,238百万円 

一年超 2,415百万円 

 合計 3,563百万円 

③ 当中間期の支払リース料、

減価償却費相当額及び支払利

息相当額 

③ 当中間期の支払リース料、

減価償却費相当額及び支払利

息相当額 

③ 当期の支払リース料、減価

償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 934百万円 

減価償却費相

当額 
876百万円 

支払利息相当

額 
51百万円 

支払リース料 982百万円 

減価償却費相

当額 
926百万円 

支払利息相当

額 
51百万円 

支払リース料 1,846百万円 

減価償却費相

当額 
1,730百万円 

支払利息相当

額 
100百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方

法 

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっている。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2）貸手側（注） (2）貸手側（注） (2）貸手側（注） 

① 未経過リース料中間期末残

高相当額 

① 未経過リース料中間期末残

高相当額 

① 未経過リース料期末残高相

当額 

一年以内 24百万円 

一年超 40百万円 

 合計 64百万円 

一年以内 25百万円 

一年超 34百万円 

 合計 59百万円 

一年以内 23百万円 

一年超 35百万円 

 合計 58百万円 

② 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっている。 

② 利息相当額の算定方法 

同左 

② 利息相当額の算定方法 

同左 

（注）当該取引については、すべ

てが、単に貸主から物件の

リースを受け、更にこれを

おおむね同一の条件で第三

者にリースする取引に該当

するため、「未経過リース

料中間期末残高相当額」及

び「利息相当額の算定方

法」のみを注記している。 

（注）同左 （注）当該取引については、すべ

てが、単に貸主から物件の

リースを受け、更にこれを

おおむね同一の条件で第三

者にリースする取引に該当

するため、「未経過リース

料期末残高相当額」及び

「利息相当額の算定方法」

のみを注記している。 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

借手側 借手側 借手側 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

一年以内 24百万円 

一年超 32百万円 

合計 56百万円 

一年以内 21百万円 

一年超 35百万円 

合計 56百万円 

一年以内 19百万円 

一年超 29百万円 

合計 48百万円 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（重要な後発事象） 

 該当事項はない。 

種     類 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 8,999 27,725 18,726 

関連会社株式 2,819 10,677 7,857 

合     計 11,818 38,402 26,584 

種     類 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 8,999 12,896 3,898 

関連会社株式 2,819 9,711 6,892 

合     計 11,818 22,608 10,790 

種     類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 8,999 19,476 10,478 

関連会社株式 2,819 11,167 8,347 

合     計 11,818 30,643 18,825 



(2）【その他】 

 平成19年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

    （イ）中間配当による配当金の総額…………………2,375百万円 

    （ロ）１株当たりの金額………………………………３円00銭 

    （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成19年12月５日 

    （注）平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載もしくは記録された株主に対して、支払を行う。 

              



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1) 発行登録書(普通社債）及びその添付書類 

  

平成19年４月４日 

関東財務局長に提出 

(2）発行登録追補書類及びその添付書類 

  

平成19年４月24日 

関東財務局長に提出 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第109期(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

平成19年６月28日 

関東財務局長に提出 

(4）訂正発行登録書(普通社債) 

  

平成19年６月28日 

関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はない。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月８日  

大日本インキ化学工業株式会社    

  取締役会 御中    

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 天野 太道  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 平野  満  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大日

本インキ化学工業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、大日本インキ化学工業株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月７日  

大日本インキ化学工業株式会社    

  取締役会 御中    

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 天野 太道  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 板垣 雄士  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大日本インキ化学工業株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、大日本インキ化学工業株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月８日  

大日本インキ化学工業株式会社    

  取締役会 御中    

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 天野 太道  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 平野  満  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大日

本インキ化学工業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１０９期事業年度の中間会計期間

（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、大日本インキ化学工業株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月７日  

大日本インキ化学工業株式会社    

  取締役会 御中    

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 天野 太道  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 板垣 雄士  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大日本インキ化学工業株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第１１０期事業年度の中間

会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、大日本インキ化学工業株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管している。 
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